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離職者の労働移動と労鋤甫場に関する実証的研究

之信z召長

A study on the labour mobility and labour market of the unemployed 

Naganuma Nobuyuki 
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課題と方法

本稿は， r低成長J局面における離職者の労働移動の実態とその構造を把握し，そのことが
労働者にどのような影響を及ぼしているのかを具体的に見ることを課題としている。また，こ

うした労働移動の側面からアプローチすることによって，造船企業関連企業を核とする地域労

働市場再編の実態を解明する手がかりを得ょうとするものである。

周知のように， ドルショックからオイルショックを契機として，独占資本と政府は「低成長

長J下においても高利潤を獲得しうる体制をっくり出すために，産業再編，人員整理をテコと

した f合理化Jおよび様々な「不況対策Jを押しすすめた。

その結巣，大企業本工労働者における終身雇用の動揺，不安定就業者層の増大および再編，

「完全失業者Jの増大など過剰労働力をめぐる問題が深刻化し，労働問題あるいは社会問題の

焦点、として重大化した。

以上の事態の中で，構造不況業穫を中心としたドラスティックな産業湾編成にともなう離職

者の大量発生をめぐる開題も焦点、のひとつになり，彼らの雇用不安・生活不安の実態と麓用・

失業政策の機能を問題とする動きも活発になりつつある。しかし，離職者問題は単に失業によ

る生活不安の増大や高齢者を中心とする雇用確保といった問題領域として存在しているだけで

はなしむしろ，流動，停滞をともないながら，再就業せざるをえない多数の離職者の問題で

ある。したがって，冒頭に述べた本論文の諜題は，今日の離職者問題をめぐる重要な焦点と言

える。

本論文では，オイルショックを契機として1974年当時の3分の1にも及ぶ離職者を発生せ

しめた造船業を対象とし，離職者の追跡調査結果をもとに実証的に解明する手法をとった。

さで，最近の先行研究の状況を見れば，離職者問題が重大化しているにもかかわらず，不

況地域を中心に雇用・失業対策との関連で簡単な実態調査が行われているものの，本格的な

証研究は少ない 1)。その中にあって，離職者の追跡調査を精力的に行っているものとして慶応

大学黒川研究室大学院グループ(以下，黒111研究室とする)があげられる。しかし，彼らの調

I 
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査研究は r高成長j期における九州地方の炭鉱離職者調査研究と同様な視角から，離職者の
下降移動に焦点をあて，生活不安・麗用不安の実態と雇用・失業対策の機能を問題にしたもの

が多いれ。

したがって，彼らの研究は「見捨てられた失業者たちの置かれた現実を見据えJ3)てはい

るものの，離職者をトータルに把握する点ではー韻性を免れえず，したがってまた，離職者の

労働移動のメカニズムについてもほとんど明らかにされていない。さらに彼ら自身も職種の転

換が「労働者自身にとって具体的にどのような意味をもったものとしてあらわれているのかと

いう問題については，さらに検討を要する必要があるJ4)と述べている。以下，彼らの謂査研

究などと関連づけて，本稿のいくつかの呂的と分析方法を整理する。

第一の目的は，職穣別に離職者のfiilー職穣・関連職穣への移動の実態と構造を明らかにし，

地域の造船企業・関連企業を核とする労働市場がいかに再編されつつあるのかを労働移動の側

面から追求することである。

この点について先の黒川研究室の調査研究では，地域労働市場を企業規模別・雇用形態別

の階曙構造としてとらえ，離職者の玉突的下降移動によって，より下層の者ほど不熟練職穫に

流入している，と報告されている。しかし，労働市場は需要側が要求する特定の技能・熟練な

どと対応する f職種j を抜きには考えられない 5)。たしかに，現実の労働市場は職穫だけでな

く企業規模・躍用形態もからみあった複合的な構造を有しているが，少なくとも離職者の労働

移動を職種別に分析しない限りは労働市場再編の実態に深く入り込むことは不可能で、ある。し

かも，多様な熟練職種が結合されている造船業を対象とする場合，職種別分析の視角

要性を増すものである。

したがって，ここでは前職穣・離職前の企業ごとに，①離職者の性格一一技能，熟練度，

年齢，職歴を整理し，②問時に労働力を需要する企業の業種，作業内容，賃金水準をはじめと

する労働諸条件の実態を把握する。そのためには，同一職種間・関連職種間移動を中心に労働

移動の特徴を明らかにし，上記の①②の要因がどのように作用しているのか，とりわけ，労働

力需要を基本的に規定する造船企業・造船関連企業(本稿では，金属・機械製品製造業業種も

含む)の生産技術および分業の発展段階と賃金水準に留意する?

第二の目的は，こうした需要側の要国と同様に重要な意味をもっと思われる離戦者の年齢

および家族構成と労働移動の関連を明らかにすることである。さらに，労働移動にともなう作

業内答・賃金水準および労働諸条件の変化のなかで，彼らが移動の方向や年齢によって新たに

抱えている問題が伺かということを追求する。たとえば，同一職種間・関連職種賄移動といっ

ても，その移動の方向に対応、して彼らの果している機能がどのように異なるのか，また共通す

る問題は何かということも問題となる。また，巽職種間移動の場合，今日ますます増大する建

設業・第3次産業へ流入した離職者の実態がいかなるものであるのか，異職種間移動イコール

不熟練職種化という実態が支配的なのか 7)，などの点が問題となろう O

なお，こうした作業のなかで再就業者の生活の変化についても見ることにする O とくに，

彼らの年齢・家族構成・離職前の企業に注目して各年齢麗ごとにその特徴を明らかにする。こ

の点について最近の離職者調査研究では，離職者の生活不安の深刻化を強調するあまり生活不

安が集中している層と生活不安を河らかの形で閤避している層を分けて考える，という把擦が

不十分で、あった。また，大手本工!日組合員離職者の追跡調査結果をもとにした高梨昌教撲の

r40歳代の中年者と50藤代の高年者とでは亙別してみなければいけないJ8)という指摘は一定
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の意味をもちうるが，調査対象が大手本工「希望J退職者という娘定つきのものであり，また，

アンケート調査結果のためにその内実もさだかではない。

第三の白的は，以上のような労働移動・労働市場の再編に職安，公共職訪日行政がどのよう

に機能しているのか，という点である。ここでは，職安・公共職業訓練の就職斡旋や転職訓練

がどのような層の離職者に機能しているのかをみることに限る。同時に，労働者間に存在する

求職網の実態を解明することも重要で、ある。そして，造船企業・造船関連企業がR造船所を項

点、とする系列・下請関係に深く組みこまれているなかで，こうした系列・下請関係が労働移動，

労働市場再編に巣たしている役割もひとつの焦点となろう。

さいごに，失業者の性格も年齢・離職前の企業に注目しで明らかにしたい。

なわ，対象離職者についでは，函錨地域経済の中核をなしていた日ドック H造船所(以下，

H造船所とする o )の「希望J退職者 (1978年1月から1979年8月まで、4次にわたる「希望i

退職募集に応じて1196名が離職)，およびその系列化にあって困館工場造船部門が関鎖に追い

こまれた(株) N 造船所の離職者(1977年11丹から1978年2丹27日までの開に造船部門220名

全員が「離職J)とした。

まな，調査の概要についでは，以下のとおりで、あるO

①日造船所離職者については，会社資料により，第4次「希望j退職者を捺く全員(1，130

名)にアンケ…トによる郵送調査を実施(1979年10丹) t-， 611名分を回収した。さらに，函

館地域外へ再就職したものについても問様のアンケートで郵送調査を行い(1980年8月， 92名)，

30名分を田収した。また， 1979年10月現在失業中だったものについては， 1979年10丹現在の動

向を知るために向様の補足調査を実施し， 206名に郵送して 130名分を回収した。

②N造船所離職者については，会社資料の議1J約により，造船部門の直接工程に配属されて

いたものに現り，同様のアンケート調査を行った。 152名に郵送し， 62名分を田叙した (1979

年10月)。さらに， 1980年8月に，前年調査で米田収だったものについて補足の郵送調査を実施

し， 87名に郵送して10名分を回収した(合計72名分間収)。

争アンケート回収者を中心に，離職者の揺接調査を行った。面接は，原則としてテープ・

レコーダーに記録し，後に文章化したo 1979年11月に本調査， 1980年日月に補足調査を行った。

面接調査対象者は， 1979年11月には，日造船所44名， N造船所26名， 1980年11月には，長造船

所5名 N造船所3名，であった。また，昭和田年11丹に，離職者が比較的多く再就職してい

る企業に面接調査を行った(中小造船関連企業4社)。

④その他，鴎館職安，地評，当該企業労組 H造船所 'N造船所等において面接調査，資

料収集を行った。

注

1) 最近の造船離職者調査としては，愛媛爆社会経済研究財団 f愛媛泉下の透船業の濠用務整及び当該離職者の

職業転換の実態に隠する調査報告j1980年3月，および，長崎県藤府開発委員会 f長崎県下の造船関連離車読
者の帰趨状況に衡する実態務主主j1980年3月，がある。また，製造業のi日本工総合鈴を中心に40才以上の離
職者を対象とした調査として，政策捻進労組会議『離職者追跡調査桜先妻子j1979年1月，さらに，北信越5
1展評と l系労協が実施し，民IIn組合露盤戦者を対象とした r~t信越にわける露盤戦者実態調変報告書子.J (労働調査

研究所編)1979年4汚，などがある。
2) I高成長j郊の炭鉱荷量職者調査については，以下の報符がある。

戸木田嘉久「炭鉱失業の諸問題J(社会政策学会編『生産性向上と社会政策Hr婆隣， 1958年)。
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九州経j斉調主主協会『九州労働市場調重量報告(2)j 1964年。

戸木田 嘉久・ハi封書 久夫「関西地方在住の炭鉱島接戦者の就労と笠活状態に関する調査報告J( r立命
館絞済学j第19考委第5号，第20巻第5・6合併号)。

また，黒)11研究室の造船離職者調王室報告としては「造船不況と雇用・生活不安の実態J( r賃金と社会
保障j労働匂報社， 1979年3月下匂号 4月上旬手ラル「雇用不安と階層的労働市場の再編成J(r賃金と社会
f抑制労働匂報社， 1980年7月上旬号)がある。

3)向上「穫照不安と階際的労働市場の再編J15ページ0

4)向上， 35ページ。

5)労働市場の構造を職種別にみるという視点は，江口英-現代の「低所得者層Jj中，ラ長楽宇土， 1980年 4

-6ページなどにみられる教授の方法論に多く学んだ。もちろん，戦後における造船業についての実誌的研

究の原型と思われる東大枝研編 f技術箪新と労務年寄理j東京大学出版会， 1972ij'.，や，それをもとにした山

本 潔氏の f日本労働市場の繕造j東京大学出級会 1967年などの造船業における f技術革新jの進展と職

穣の細分化・再統合の実態および労働市場の緩用形態別・職種別構造なども参考lこした。

6)なお，本穏では，造船関連企業を，船舶製造・修理業，船舶機関製造業，建設用・建築用金属製品製澄業お

よび造船社外企業(外注兼用も含む)とした。

7)前掲，黒)11研究室(大学院) r雇用不安と階!習的労働市場の再編J36ページo また，いわゆる「援業梼巡の転
換j にあたって過剰労働力の建設業，第3次産業への流入の実態や転車誌のもっている窓味についての実証的

な研究は見あたらない。

8)高梨 畠 rr離職者追跡言語査jの合意J( r労働調査j1979年3月号， 13ページ)

宜 対象地域およひ離職者の概要

本稿で対象とした画館地域の産業構造の変化を一瞥すると，第一に産業績造の比重が製造

業から建設業・第3次産業へと移っていること，第ニに，こうした産業構造の変化がドラステ

ィックな造船不況によって引きおこされたことが指擁できる。

第一の点について「国勢調査jより製造業就業者数の全産業就業者数に占める割合を見

ると， 1970年に17.5%を占めていたものが1980年では10.9%まで低落していることがわかる O

一方，建設業就業者数は. 8.8%から11.3%に急増し，実数でも1975年から1980年の聞に2，300

人以上の就業者(ほとんどが雇用者)が増えている。また， 1975年から1980年までの第3次産

業における就業者数の変化をみると，とくに卸売・小売業で約4，000人，サービス業で約5，000

人増えていることがわかる(表1参照)。

第二の点については工業統計調査Jより輸送用機械器具製造業の製造業全体に占める

比重の変化を見ると，従業者数で1975年に21.5%を占めていたものが1979年には12.6%にまで

激減し，製造品出荷額等も陪様に27.5%から14.5%に比重を大きく低下させており，製造業全

体の衰退が輸送用機械器具製造業の低落によることがはっきりと認められる。しかも，そのほ

とんど券行造船所が占めているのである。

さらに H造船所を頂点とした重層的な下請関係の連鎖に包摂されている造船関連企業に

も不況の影響が波及した。たとえば，画館市の調査によると，造船・機械関連企業の総売り上

げは1975年以降漸減し，とくに日造船所および造船・機械関連企業への売り上げの低下が顕著

である。

たしかに，その売り上げも1979年には一定の回調をみせたが，従業員数は一貫して低下傾

向にあり，雇用計画も若干名を数えるにすぎない。つまり，このことは，不況をテコとしたよ

りー替の「合理化Jが造船業・関連工業全体を透して貫徹されたことを示している。



表一 1 函館市における産業別就業者の推移(男女別15歳以上)

就 業 者 数 (人) 繕 査定 比(%)

産 業 1980年 1975 'f. 1970年 1骨65年 1980 1975年 19均年 1965'f. 

総数|男|女 総数|男 i女 総数|努 j女 総数|努 i女 総数|勢|女 総数|男 i女 総数|努 i女 総キ|努|女
総 計 13882量 87595 51 234 133541 総 119 47422 133 244 83 758 4き486 121 108 76 900 44 208 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 1ω8 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

第 i次産業計 5 056 3 712 1 344 5 725 4 136 1 589 7 681 5 267 2 414 9 082 5 862 3 220 3.7 4.2 2.6 4向3 4.7 3.4 5.7 6.3 4.9 7.5 7.6 7.3 

A農 業 1 925 1係3 862 2 201 1 161 1 040 3 181 1 544 1 637 4 281 1 989 2 292 1.4 1.2 1.7 1.6 1.3 2.2 2.4 1.9 3.3 3.5 2.6 5.2 

B林業・ 3守猟業 523 447 76 541 463 78 590 500 90 814 650 164 0.4 0.5 0.1 0.4 0.5 0.2 0.4 0.6 0.2 0.7 0.8 0.4 

C漁業・水産主要纏業 2 608 2 202 406 2弼3 2512 471 3 910 3 223 687 3宮87 3 223 764 1.9 2.5 0.8 2.3 2.9 1.0 2.9 3.8 1.4 3.3 4.2 1.7 

第 2次産業計 30 854 23 586 7 268 33 150 25 110 8 040 35 087 24 787 10却。 35 340 24 425 10 915 22.2 27.0 14.2 24.8 29.1 16.9 26. 3 29. 6 20. 8 29.2 31.8 24.7 
D鉱 業 95 81 14 63 53 10 131 109 22 287 お9 78 。。 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 仏l 0.1 0.1 0.2 0.3 0.2 

E建 設 業 15 643 13 563 2 078 13 377 11 753 1 624 11係4 10 226 1 458 11 592 9 521 2 071 11.3 15.5 4.1 10.0 13.6 3.4 8.8 12.2 2.9 9.6 12.4 4.7 

F製 造 業 15 116 9 940 5 176 19 710 13 304 6 406 23 272 14 452 8 820 23 461 14 695 8 766 10.9 11. 4 10. 1 14.8 15.4 13.5 17.5 17.3 17.8 19.4 19. 1 19.8 

第 3次農業計 102 919 60 297 42 622 94 501 56 802 37 699 90 388 53 647 36 741 76 682 46 611 30 071 74.1 68.8 鎚.2 70.8 66.0 79.5 67.9 64.0 74.2 63.3 60.6 68. 0 

G卸売・小売業 41 716 21 573 20 143 37 748 20 028 17η。35 620 18 230 17 390 30 075 15 568 14 507 30.0 24.6 39.3 28.3 23.3 37.4 26.7 21.8 お.2 24. 8 20. 2 30. 1 
11金融・保険業 4 662 2 215 2 447 4 030 1 942 2 088 3 552 1 777 1 775 3.4 2.5 4.8 3.0 2.2 4.4 2.7 2.1 3.6 

3.2 2.7 4.0 
I不動産業 1 140 71ω440 993 608 385 751 440 311 札8 0.8 0.9 0.7 0.7 0.8 0.6 0.5 0.6 

J 運輸・通信業 15 217 13 948 1 2的 15 242 13 912 1お0 15 829 14 376 1 453 14 967 13犯お3 11.0 15.9 2.5 11.4 16.2 2.8 11.9 17.2 2.告 12.4 17.7 3.1 

電気・ガス・水道
990 825 165 9ω 826 134 816 707 109 818 741 77 0.7 0.9 0.3 0.7 0.9 0.3 0.6 0.8 0.2 0.7 1.0 0.2 K・熱供給業

Lサーピス業 32 500 15 541 16 959 27 824 13 318 14 5紛 26俗4 12 308 14 356 21 308 9 677 11 631 23.4 17.8 33.1 20. 8 15. 5 30. 6 20.0 14.7 29.0 17.6 12.6 26.3 

M公 務 8鈎4 5495 1 199 7 704 6 168 1 536 7 156 5 809 1 347 5 624 4 938 686 4.8 6.3 2.3 5.8 7.2 3.2 5.4 6.9 6.4 1.6 

分類不能の稼業 165 71 94 88 57 31 4 2 2 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 

資料出所鴎勢調査報告
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次に，函館職安資料よりこうした「合理化j過躍で排出された離職者についてみると，特

定不洗業種離職者(求職者)のうち91.5%が造船業離職者であり，そのうち，日造船所本工離

職者だけで59.4%も占めているのである O このうち，職安を通して就職した者は1978年10月末

で30.4%，1979年9月末で40.3%，1980年9月末で55.1%と漸増しているものの，今だに失業

者が少なからず、地域内に堆積している。

こうした結果，求人倍率(函館職安)をみると， 1978年度O.22倍(常用0.211音)， 1979年

度0.21侍(常用α19倍)， 1980年度上期 (9月)計でO.30倍(常用0.21倍)となっており， 1980 

年度に入って者千上向いているものの，その数績は依然として雇用・失業情勢の深刻化が厳し

いことをあらわしている。

次に，離職者の全体的な動向について簡単にふれることにする。

まず，離職者の年齢別措戒をみると，日造船所離職者については45歳以上層が全体の約5

割 (40歳以上層をとると約6害討を占め中高年齢層の比重が高いけれども N造船所離職者の

場合25~44歳層が全体の60.1% と若年麗・中堅躍の占める割合が大きい(表-2 ，表-3 参賠)。

つぎに，離職者の勤続・経験年数をアンケート結果からみることにする O 日造船所離職者の勤

続年数は25年以上のものが全体の58.1%。さらに15年以上のものになると87.1%で若年層のア

ンケート回収率が低いことを考慮しでも圧倒的多数が15年以上の勤続年数を有している。また，

表-2 H造船所の f希望」退職時期別年齢別人数

司寺燃区分
1 次 2 次 3 次 4 ;，7:. 

年齢階層¥¥¥

人 人 人 人 人

70-75歳 l l 
(0.15) (0.08) 

65-69歳
l 1 2 
(0.15) (1. 41) (0.17) 

60-64歳
1 l 

(0.15) (0.08) 

揮 126 27 2 155 
55-59歳

(31. 03) (4.10) (3.08) (12.91) 

50-54歳
126 144 3 3 276 
(31. 03) (21. 85) (4.23) (4.62) (22. 78) 

※ 67 99 6 3 175 45-49歳
(16.50) (15.02) (8. 45) (4.62) (14.57) 

40-44歳
22 87 百 8 126 
(5. 42) {13.20) (12.68) (12.3) (10.49) 

35-39歳
17 85 13 9 124 
(4.19) (12. 90) (18.31) (13.85) (10.32) 

30-34歳
12 81 16 17 126 
(2.96) {12.29) (22.54) (26.15) (10.49) 

25-29歳 18 94 20 18 150 
(4.43) (14.26) (28.17) (27.69) (12.4宮)

20-24歳
18 39 3 5 65 
(4.43) (5.92) (4.23) (7.69) (5.41) 

406 659 71 65 1，201 
l口k 

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

資料Isp庁，同社就職援護センター資料。
注. ( ) r-J I土構成比，※は死亡者の数も含んでいる。
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表 3 N 造船所離験者自盤戦時期別年齢日IJ人数

年~齢・¥戦九主語九-----離¥戦~時、期 1977年10月以前 1977年11月，12月 1978年2月27臼

55歳以上 2 (l) 1 1 

50歳-54歳 l 8 9 

45歳-49歳 11 16 

40歳-44歳 11 10 

35歳-39歳 11 13 

30歳-34歳 12 12 

25歳-29歳 6 17 

20歳-24歳 l 2 7 

~r 4 (1) 62 85 

資料出所 :N造船所「従業員名簿jより作成。

i:i) 1)数字は離戦者数， < )内は女子，事務系離職者を除く。
2) 1977fド10月以前は，仕事がなくなったとめに.r自己都合J退職したもの。
3) 1977年11月， 12fjは賃金が支払われなくなったために「自己都合j退職したもの0

4) 1978年2月27日は管財人によって解雇通告を受けたもの。ただし 3名は年齢，職場

不明のために上記の表からは除いた。

5 )その他， 1977年4月28日付で希望退職した者が30名。ただし年齢，職場不明なため

に上記の重量からは除いた。
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経験王手数は20年以上のものが62.4%で10年以上のものを加えると全体の80%をこえ，年齢と勤

続年数・経験年数がほぼ対応している。これに対して， N造船所離職者の勤続年数は15年以上

のものが28.9%と少なく N造船所がHドック(株)と資本提携して日造船所の下請企業化し

それまでの小型鋼船建造から H造船所で建造する大型船の船体ブロック製作に生産の中心を移

した1970年以昨に入社した離職者が全体の6割を占めている。しかし，彼らの経験年数をみる

と10年以上のものが50%をこえており， N造船所が船体ブロック製作中心に切り替えるために

若年・中堅の経験工を相当数雇い入れたことがわかる。つまり，日造船所離職者の大半は「終

身麗荊Jのもとで古くから日造船所に勤めていた中高年患で，彼らがより「過剰j化したために

「希望j退職という形で企業からはビき出されたのに対して， N造船所離職者の場合，流動性

向の高い小零細企業労働者の典型とも言うべき若年・中堅労働者の全てが工場閉鎖にともなっ

て職を失ったので、ある。

さらに，離職者の職穣についてみることにする O 現場作業員の比率は日造船所離職者で

56.2%， N造船所離職者で67.6%となっている。現場作業員に誤って離職者数・離職率の高い

職種をみると，区造船所離職者の場合，溶接工，取付工，仕上工，クレーン運転工，機械工，船

具工がそれにあたり，うちj容接工，取付工，仕上工で現業員の 4割を占めている。また N造

船所離職者についても，船体ブロック製作の主力である溶接工，取付工が62名と現場作業員の

46.7%に達しており，これらの金属・機械製品製作を担う職種の動向がj主話される。同時に，

建設業・運輸業との関連が深いクレーン運転工・塗装工・配管工・木工離職者の労働移動の特

徴も重要である o もちろん H造船所の設計・管理職・事務員離職者などの非現業職員につい

ても全体に比める比重は高く，彼らの動向も看過しえない。

以上のような性格を有する離職者の再就業・失業状況をアンケート結巣などから整理する

と次のようになる。

1979年10月時点でH造船所離職者の再就業率は57.3%(うち再就職率54.3%)，さらに会
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表-4 離職者の年齢別にみたi!l業別再就業状況 (1979年10月現在)

離の

Ii 製 造区嬬業
サーピ 運輸・ 卸売・ その1i!l

戦食 建設業 公務
言官業 ス業 通信業 小売業 (不明合)

名 名 名 名 名 名 名 名

55歳以上 10 (9) 10 (9) 5 (1) 6 (3) 。 1(1) 2 (0) 2 (0) 
38.5% 38.5% 19.2% 23.1% 。 3.8% 7.7% 7.7% 

45歳以上 41自由 25担4) 20日明 12 (6) 5 11) 4 (3) 1 (0) 2 (0) 
H 55議米満 46.1% 28.1% 22.5% 13.5% 5.6% 4.5% 1.1% 2.2% 

i童 30歳以上 31 (2唱 14 (I3) 18 (8) 9 (4) 12 (0) 11 11) 。 4 (0) 
船
45歳未満 33.7% 15.2% 19.6% 9.8% 13.0% 12.0% 。 4.3% 

所 30歳未満
9 (8) 4 (4) 3 (0) 7 (2) 8 (0) 5 (0) 3 (1) 3 (ワ}

22.5% 10.0% 7.5% 17.5% 20.0% 12.5% 7.5% 7.5% 

計 91 (71) 53担0) 46 (19) 34 (I5) 25 11) 21 (5) 6 (1) 11 (0) 

平均 36.8% 21.5% 18.6% 13.8% 10.1% 8.5% 2.4% 4.5% 

名 名 名 名 名 名 名 名

55歳以上 2 (2) 2 (2) 1 11) 1 (0) 。 。 。 。
50.0% 50.0% 25.0% 25.0% 。 。 。 。

N 45歳以上 13 (ll) 11 (ll) 2 11) 。 1 11) 。 。 。
造 55歳未満 81.3% 68.8% 12.5% 。 6.4% 。 。 。
総
30歳以上 22ω) 19 (I司 6 11) 5 (2) 4 (0) 3 (1) 。 。
45歳未満 53.7% 46.3% 14.6% 12.2% 9.8% 7.3% 。 。

所 7 (5) 5 (5) 2 (0) 1 (1) 1 (0) 1 (0) 1(0) 。
30歳未満 53.8% 38.5% 15‘4% 7.7% 7.7% 7.7% 7.7% 。
三十 44 (37) 37 (3司 11 (3) 7 (3) 6 (1) 4 (1) 1 (0) 。
平均 59.5% 50.0% 14.9% 9.5% 8.1% 5.4% 1.4% 。

注 1 )毒事務長の離職者を除く o 全で男子離職者である O
2) ( )内の数字は，同一職種・関連職種に再就業した索。
3 )アンケートおよび開きとり調主主より作成。

再就業者
自営業

(A) 

名 名。 26 (I4) 。 100.0% 

4 (2) 89 (5目
4.5% 100.0% 

7 (1) 92 (38) 

7.6% 100.0% 

2 (0) 40 (11) 

5.0% 100.0% 

13 (3) 247(115) 

5.3% 100.0% 

名 名。 413) 。 100.0% 

。 16 (I3) 。 100.0% 

1 (0) 41官事
2.4% 100.0% 

。 13 (6) 。 100.0% 

1 (0) 74師団
1.4% 100.0% 

失業中 再就業率
A 

(8) A+E3 Xloo 

名

58 31.0% 

86 50.9% 

37 71.3% 

88.9% 

184 57.3% 

名

l 80.0% 

6 72.7% 

3 93.2% 

l 92.9% 

11 87.1% 

社資料では1980年8月時点で再就職率が63.6%となっており，とくに中高年層の再就業がスム

ーズにいってないことがわかる。それに対して N造船所離職者の場合，失業中の者が12.9%

と少なしその多くも「会社再建(工場再開)J騎争のためにアルバイトという形式で半就業し

ている(表-4参照)。 しかし N造船所離職者の再就業率の高さは，彼らの主力が若年・中

堅労働者であるために麗用保険期開が短いこと，さらに離職時に退職金が支払われていないた

めに蓄えもなく窮迫的に多くの離職者が再就職したことを示しているにすぎない。

まず，再就職者についてみることにしよう O

①再就職者の産業別内訳は H造船所離職者の場合，製造業，建設業で55%を占めつづ

いてサーピス業，運輸・遇イ言葉(ほとんどが運輸業)，卸売・小売業となっており比較的分散

しているのに対して N造船所離職者の場合，製造業，建設業に集中しており両者で75%，サ

ービス業，運輸・通信業を加えると 9割をこえている(表-4参照)。同時に，造船・造船関

連業への再就職者も H造船所離職者では21.5%と比較的少ないのに対して， N造船所離職者は

50.0%と半数が造船関連業種への下向移動となっている。なわ，自営業についた者が隠造船所

離職者とも少ないこと，また第1次産業への移動がほとんど見られないことも注目される。

② さらに，以上の動向を年齢との関係でみると，次のような特徴を指摘できる(表-4参

参照)。まず， 55議以上層の場合，約40-50%の者が造船・造船関連業に再就職し，残りの大

半が建設業とサーピス業という 2つの分野に再就職している。また，運輸・通信業への再就職

や自営業についた者は存在しない。さらに， 45-54藤!曹になると製造業(とくに造船関連業種)

への再就職の比重が大きくなり建設業も加えると70-90%に遣する。つまり， 45歳以上層の中
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高年層の多くが造船関連企業への下動移動と建設業への流入という 2つの方向へ移動している

のである。もちろん H造船所離職者については，分散性が強いために他の製造業やサービス

業への移動も無視できない。

他方， 30-44歳層の場合 H造船所離職者については，製造業の比重が33.7%と低下し，

造船・造船関連業種と建設業の比重が逆転する。また，他の産業への移動も分散的となり，自

営業についた者もこの年齢層がもっとも多しミo N造船所離職者のこの年齢躍も，製造業・造船

関連業種への移動の比重は低下していているものの，他の産業への移動は日造船所離職者ほど

分散的でなく建設業，運輪・通信業に集中しているのが特徴的である。

20代の若年層についてみると H造船所離職者は製造業・造船関連業種ばなれが著しし

その比率はサーピス業，運輸・通信業の水準以下となっている O また，多様な産業への移動が

みられる。 N造船所若年離職者は，製造業・建設業に多く集中しているけれども，他の製造業

への移動の比重も高くなっている。

以上，再就業者の産業上の分散性は日造船所離職者ほど大きい。しかし，両造船所離職者

とも，年齢が若くなればなるほど造船・造船関連業穣離れがみられるために，冊一職種間移動

についても若年層ほどその比重が小さくなる傾向がある。

③ つぎに，離職者の前職種ごとに再就業状況をみることにする(表 5，表-6参照)。

前職種ごとの再就業率をみると， H造船所離職者で、平均績より再就業率が高くなっている

前職種は，ガス切断工・溶接工・木工・電気工・設計職・管理職などであり，反対に再就職率

が低い前職穏は機械工・クレーン工転工，仕上工・現商工・艶管工・船呉工・事務などである。

すなわち向ピ技能労働力でもガス切断工.~.容接工離職者と機械工離職者ではその動向が全く異なり，

また管理職や設計職などの再就職率が高いことも興味深い。しかし，失業者が少ないN造船所

離職者については，ケースが少ないこともかかわって前職種による再就業率の特徴が明確にあ

らわれていない。ただし，電気工離職者の場合は， 4人中3人が失業中である。

つぎに，前職穣ごとに造船・造船関連業種への再就職者をみると，その比重が平均値より

高い前職穣は H造船所ではj容接工，ガス切断工， f士上工，電気工，現図工，木工，管理職で

あり N造船所では溶接工，仕上工，取付工，木工，竜気工，管理職である。一方，造船・造

船関連業種への移動の比重が極めて低い前職種は，日造船所ではクレーン運転工，塗装工，船

具工，機械工，設計職，事務， N造船所ではクレ…ン運転工，ガス切断工，船具工，現図工である。

さらに，前職種別の職種間移動の特徴を整理すると，以下のようになる。同一職種間・関

連職種間移動の割合が大きい前職種は H造船所i容接工，木工，配管工，管理職 N造船所仕

上工，溶接工，取付工，*工などである。逆に，多くの離職者が異職種開移動を余儀なくされ

ている職種は， H造船所ガス切断工，クレーン連転工，塗装工，船具工，機械工， N造船所ガ

ス切断工，船具工，現関工であり，離職高官の企業や前職種によって大きな差異がみとめられる。

ただし，造船・造船関連業種以外の産業で同一職種間・関連職種間移動が比較的多く見られる

他の製造業，建設業，サービス業への再就職の場合は，技能や作業上前職と関連性の深い関連

職種である。再就業者の職穣は表-7を参照されたい。

なお，表 5，表-6に示されているように，造船所(社外企業は造船関連企業とした)

への再就職が極めて少ないが，それは造船所が本工を極力増さず、受注量に応ビて零細な社外企

業(組)などを一層利用していることの反映である。

④ さいごに，星通館公共職安の資料より地域間移動をみると， 1980年9月末時点でR造船
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表 5 H造船所難事費者の再就業・

¥ 醐名¥
再就 戦 先

失業中 再就業者 再就業務 製造業 建設業

(A) 主主 (日) (B/A十B)
造船所造船関連 他の製造業

総会 戦別
工事業 工事業

クレーン遼転工 12 10 (2) 0.45 1 (?) 2 (1) 

f士 上 工 24 24 (11) 0.50 6 (6) 1 (0) 

ガス切断工 5 17 (6) O. 77 2 (2) 2 (2) 3 (1) 1 (0) 2 (1) 

溶 接 工 18 40 (24) 0.69 11 (11) 6 (6) 1 (0) 2 (1) 

取 付 工 23 31 (14) 0.57 6 (6) 6 (4) 4 (2) 

途 装 工 6 8 (2) O. 57 3 (1) 

木 工 6 10 (7) 0.63 4 (3) 2 (2) 1 (1) 1 (1) 

総 兵 工 12 14 (1) 0.54 2 (0) 2 (0) 2 (0) 

~ 必互=五 工 7 11 (8) 0.61 3 (3) 3 (1) 

現 関 工 9 7 (3) 0.44 2 (2) 2 (0) 2 (1) 

lie 管 工 12 9 (5) 0.43 1 (1) 1 (0) 

機 械 工 27 6 (0) 0.18 1 (0) 1 (0) 

設 言十 14 27 (12) O. 66 3 (3) 才(3) 3 (2) 2 (0) 

管理職{係長以上) 8 35位D 0.81 4 (4) 8 (7) 6 (4) 4 (1) 

事 務 32 (13) 〈366(2G)〉母 0.53 5 (3) (1 (1)) 4 (4) 1 (1) 

1口入 計
215 285(141) O. 57 6 (6) 48担引 43担母(1(1)) 17 (8) 22 (9) 

(13) (6 (2)) 

注 1) ( )内の数字は向一職種・関逮織種に再就業したものをあらわず。数字はすべて労働者数をあらわす。

2) ( )内の数字は女子をあらわす。事務の数字はすべて女子の数字を含む。

表-6 N造船所離職者の再就業・

ιャ¥失業中 再就業者 再就業率 再就磯

製 i設~ 建設

(A) (B) (I3/̂+I3l 途船所 造船関連他の製造業総合工事業車費用4ヱ事業

クレ ン運転工 O 5 (3) 1. 00 1 (0) 

f士 ーと ヱ O 7 (6) 1. 00 5 (5) 

ガス切断二ζ 。 6 (2) 1. 00 2 (2) 1 (0) 

i容 f姿 エ 1 17 (11) 0.94 10 (10) 1 (1) 1 (0) 

取 fぜ 工 5 25 (Jカ 0.83 14祖母 2 (0) 2 (1) 2 (1) 

皇室 主主 ヱ 1 1 (1) 0.50 1 (1) 

木 エ 1 3 (3) 0.75 2 (2) 

総 兵 ヱ O 4(1) 1. 00 1 (1) 1 (0) 

活 気 工 3 1 0.25 1 (0) 

現 Eお ヱ O 3 1. 00 2 (0) 

自己 管 ヱ

機 手成 工

言受 言十

管 l'!I! 戦 O 2(1) 1.00 1(1) 

d口〉、 言十 11 74品5) 0.87 4 (4) 32 (31) 7(1) 2(1) 5 (2) 

注 1) ( )内の数字は同一関逮織穫lこ湾就業した者をあらわす。

2) 事務は徐く。管理職は，課長以上とした。
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失業状況(職種別)1979年10月現夜 (単位:人)

の 業 穣 自 第

業 第 3 次 産 業 分
1 

類 営 次

設{議工事業 卸売小売業
金融・保険

サービス業運輸送信業
言意気・ガス・水

公 務 吉不E 
産

不動産業 道熱供給業 業 業

3 (1) 4 (0) 

2 (0) 7 (5) 5 (0) l 2 (0) 

1(0) 1 (o) 1 (0) 2 (0) 1 1 (0) 

1 (0) 3 (1) 1 (0) 6 (4) 7 (0) 1 (0) 1 (o) 

2 (0) 3 (1) 3 (1) 1 (0) 1 (0) 3 2 (0) 

1 (0) 1 (0) 1 2 (1) 

1 (0) 1 (O) 

4 (1) 1 (0) 1(0) 1 (0) 1 (0) 

1 (1) 1 (0) 1 (1) 1 (1) 1(1) 

1 (0) 

4 (4) 2 (0) 1 (0) 

2 (0) 1 (0) 1 (0) 

1 (0) 2 (0) 5 (2) 2 (0) 1 (1) 1 (1) 

2 (2) 1(1) 4 (2) 1 (0) 2 (0) 3 (1) 

2 (2) 6 (6) 4 (1) 〈39(l{)6〉) 2 (1) i12(O(O)〉} 
1 (0) 
( 1.(0)2 

15 (10) 27 (11) 5(1) 43担1) 27 (2) 1 (0) 8(1) 7 (1) 14 (3) 2 (0) 

< 3 (l}) (1 (0)) 

失業状況(職種別)1979年10月現主主 (単位:人)

先 の 3程 稜

類吉分不E 

自
業 第 3 2欠 産 業 営

設備工事業 卸売・ 金融・産保量業険 サーピス業 運輸i断言芸能
電気・フゲス・水

公 務 業小売業 不動 進・熱供給業

2 (2) 2 (1) 

1 (0) 1 (1) 

1 (0) 1 (0) 1 (0) 

1(0) 1 (0) 2 (0) 1 (0) 

2 (0) 1 (0) 2 (1) 

1 (1) 

1 (0) 1 (0) 

1 (0) 

1(0) 

5 (1) 4 (1) O 7 (3) 6(1)> 1 (0) 1 (0) 
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表-7 再就業先の職種および年齢構成 (1979年10月現夜)

:吉宗
溶

取fヱ~空( 
ク遂 仕 工木

カ情
皇室 霊童 間日 工管 設 事 営セサ 信書t公 重量豊ま 土ヱ 遂 そ 不 警 ぷ口入

レ転
ス

気 管
係事理職

業11 言宣
主妾 J: 

断切ヱ
裟 務 j童 車足 の 備

工大
工 エ 員十 1レピ 宅克 雑

エ ン工 ヱ 工 長 員スス 員員 務 場震ま f量 手 他 日月 員 計

@ 2 1 2 l 5 2 2 8 24 
55歳以上

@ 2 1 1 21 1 6 

45歳以上 窃 2 

8261112 1 2 

11 l 6 31 11 51 4 4 l 6 3 11 14 l 84 

55歳未満 @ l 2 l 4 l 14 

35歳以上 @ 3 2 31 11 4 6 8 4 2 4 2 3 6 2 69 

45歳未満 @ 2 2 l 1 l 1 l 3 4 17 

@ 1 2 1 4 6 5 6 2 1 3 81 14 54 
35歳未満

@ 1 4 2 1 l 2 3 6 21 

@ 5116 2 51 15 。21 10 7 1 27 15 16 19 10 5 11 81 12 42 l 31 231 
百十
@ 41 10 4 5 31 0 2 。。2 。1 1 。2 。3 6 14 58 

一」 し…

注 1)アンケート結果より作成。数字は人数をあらわす。

2) @……日造船所書盤戦者。 @......N造船所産量車読者。

所離職者の87.2%，N造船所離職者の94.9%が函館職安管内への就職で地域外への移動は一部

に娘られている。その理由を，同館公共職安が1979年12月に行った「就職意識調査Jからみると，

「自宅等があるからJが最も多く 45.3%で，ついで「地元に仕事が期待できるからJ23.8% r子弟
の教育のため」が14.1%となり， r病人がいるからJも10.6%におよんでいる。ぞれに加え， N
造船所離職者の場合， r会社再建J闘争を進めるために多くが地域内にとどまったことも大きい。
日造船所離職者の地域外への再就職状況は，同一職種間・関連職種間移動についてみると，

35藤前後層~50藤前後層に集中しておりとくに管理職・設計離職者が地域外の造船企業・造船

関連企業に再就職している例が多い。異職問移動については若年層がもっとも多く，サーピス

業・小売業への再就職が特徴的で、ある。

つぎに，失業者の性格をまとめると，日造船所離職者の中高年層に失業者が集中しており，

表-8 対象陸軍義者の職種別にみたアンケート等部収状況(単位:人)

磯 種 名 離職者総数 離が職判後明のし動た向者 i滋収した年齢層の分布
( )内アンケートi滋級者

H 108 38 (35) IIIまどの年代も40-70%を回収。
i容 子安 ヨ:

N 24 18 (1母 年齢層に骨量りほとんどなし。

日 90 54担])
35-39歳.45歳-49歳→33%回収，他の
年齢層は.60-90%回収。

取 f寸 工
20代→50%。

N 39 30 (20) 
他の腐は.80-100%。

H 74 48 (3η 30-34歳.45-49議→20%. その他の年
歯告腐は60-100%。

f士 上 ヱ
N 9 7 (6) 40歳以上2名を除く会員。

H 31 22 (1母
20{-¥';. 35-39歳層→20-30%. その他は，
75-100%。

ガス切断ヱ
N 9 6 (4) 年齢層に係りない

H 38 22 (15) 20代.35-39歳理事が0-25%. その他は
60-100%。

クレ ン運転工
?ぜ 6 5 (3) 36畿の苦言 1 名除いて会見限~Xo

主主 裟 工 H 21 14 (11) 25-29歳腐を除いで80-100%。
一一一一一一一一一一一

i主 Hは日造船所離職者 NはN造船所書撃戦者をあらわす。
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年齢が若くなるほど再就業率が高いことが指摘できる。また，先に述べたように，前職種によ

っても再就業率が異なるが，日造船所の機械工・仕上工離職者の場合，失業中の者がとくに多

いのは50歳以上の中高年層の比重が高いことによるが，それに加え技能の通用性の問題もかか

わっている O

これまで離職者の動向を一瞥したけれども，ぞれが離職者の離職前の企業，年齢，前職種

によって大きく呉なることが明らかになった。したがっで，本稿の課題を具体的に明らかにす

るためには離職者の職種や年齢までに深くおりで分析する必要がある。以下では，技能労働力

のいくつかの職種に限って分析する。なわ，以下で扱う職種の概要については表-8を見でい

ただきたい。

臨 労働移動の韓徴と基本要因

離職者の労働力の性格に着目して労働移動の特徴を整理したのが，表-9，表-10，表-

11である。以下その要点を述べる。

まず，職種間移動を中心に克ると，その特徴は，次の知くである。

宙 開ー職種開・関連職種開移動が集中しているタイプ一一日造船所離職者については，

溶接工 (35歳以上55歳未満)・仕上工 (40齢以上層のうち万能的な技能を有する者)・取付工(古

くから工場内の作業に従事し幅広い技能を有する中高年離職者)である。 N造船所離職者につ

いては， ~.容接工 (35齢以上膚)，取付工 (20代および40齢以上層)，仕上工，クレーン運転工で

ある。

@ 巽職種間移動が集中しているタイプ -H造船所離職者については，ガス切断工，ク

レーン運転工，塗装工，取付工(若年層わよび外業に従事していた者)，仕上工(若年層およ

び運転職場に従事していた者)，溶接工(若年層)， N造船所離職者については，ガス切断工，

取付工 (30代)，溶接工(若年膚)である O

以上，溶接工・ガス切断工のように前職種によって労働移動の方向が全く奥なり，また取

付工・仕上工・クレーン連転工のように，同一職種内部においても離職者の年齢や離職前の企

業・職場いかんによって労働移動の方向に差異が生じている。

次に，こうした労働移動の要因について，とくに需要側である造船関連小零細企業の技術

および分業の実態と賃金水準と労働移動の関係に留意してみることにする。

この地域の造船業・造船関連工業は，準大手の日造船所を項点とし，その下に少数の従業

員 100-300人規模の造船企業・造船関連企業が，さらにその下に数多くの小零細企業が存在

するピラミッド型の構造をなしている。したがって，各企業における作業内容や労働諸条件の

差異が存在している。たとえば，図… lのようにH造船所と N造船所の間でも職種の細分化が

異なるし，また造船関連小零細企業では労働者が多様な作業に従事しなければならない。そし

て，一定の離職者を吸収しているのはこれらの造船関連小零細企業なのである。とりわけ，鉄

工所之社外企業が主な吸引先となっている O

ここでいう鉄工所とは，自工場を有し主に金属・機械製品組立製作を行ヴている小零細企

業をさす。そこでは(現関)，罫書，切断，曲げ加工，取付， U容接)という広範閤な作業を遂行

しうる労働力が必要とされ，造船所や建設親企業の外注下請企業が多いために作業密度も高い。

また，鉄工所の多くは，社外企業に比べれば社会保険等も整備され，雇用の不安定性もいく分

小さい。そうは言っても，鉄工所の賃金水準は日造船所 'N造船所よりも大きくダウンし，下
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離戦前
前職穏叫

むノ:iE葺毛

進

溶|船

所

接

教育学部紀婆第 39号

日

袋一9 溶接工，ガス切断

労 働移動

間一職種間・関連戦種間移動

O向一職種間・関連機種間移動の比重は，再就業者の62.5%と高い。

。再就業者のうち， 35歳以上層の83.3%が同一磯穣関・関連戦穏関移動と高い数値を示し

ている O 一方， 34歳以下震については， 23.5%と一部の者に限られている。

0再就職先の業種は，造船業・造船関連工業が約半数で，同一職種間・関連戦種移動の半

数は建設業，他の製造業，サービス業への移動である。

0地域外への移動は，埼玉県に 2名 (43歳)と限られている O

エ
N 

OH造船所般職者と向様に，同一機種間・関連職種間移動の再就職者に点める比重は64.7 

%と大きし 35歳以上層では名を除いて全てが向一職種間・関連機種間移動である。

o再就職先の業穫は 1名を除いで全てが造船業・造船関連工業で，零細な社外企業がほ
とんどである。賃金水準も低位に集中している。また，そのうちの半数以上が，手写離職

→再々就職をくり返しているo

08名中7名は，離職後重きが働らきはじめている。

造

船

所

ガ

ス

切

断

工

H 

Oガス切断工として再就職した者は，一人も存夜しない。関連職種間移動と震える者も 6

名(再就業者の35.3%)と少ない。その職種は，造船所・造船関連企業の鉄工(製缶・

配管作業にも従事している者もいる)が4名，機械{I事潔工1名，鉄筋l名となっている。

O関連職種間移動の多くは40歳以上層である拭溶接工・仕上工のように中高年に集中しで

いる様相はなく，年齢を関わず、異車韓関移動の比震が大きい。
造

船

所

日
川
造
船
所

Oガス切断工となった者は1人もいない。ガス切断作業も含まれる鉄工となった者が2名

(46歳， 44歳)，である。

Oこのうち 1名は N造船所に入社する以前に鉄工， 1容接工の職燈を有する者である。し
かし l名は，ガス切断工の経験しかな<，鉄工の広い作業内容を「はじめから覚えてい

る」のである。

表-10 取付工・仕上工

前機種
離職前 労 働 移 動

の企業 同一職種防・関連職種問移動

0同一職種間・関連職種間移動は，再就業者の50%という比率をぶしているが，取付工(鉄
取 H 

工)となった者は，蒋就業者の30%にすぎず，そのほとんどが古くから工場内の作業に
fサ 船所造 従事していた中高年層である。
工 。残りの20%全て，工場外での作業に従事していた30代の者である。彼らは，地域外の梼

連戦稜(プラント修理工5名，自動率繋備工l名，アルミ組立工l名)に再就職した。
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工離職者の労働移動

の 特 徴

異職種間移動 失業中の者

040歳以上の異穣問移動のほとんどは，溶接工・鉄工を希望し 1045歳以上層のほとんどは，溶接工を希望

たが，高密度・広範囲な作業などとの摩擦が大きし熟練し| しているが， r賃金が低いJr労働条件が
た技絡を必要としない集会人，営業員，巡視主主として再就職| 惑いH将来性がないJなどの埋由によっ

した。資金低下も大きい。(このケースの場合，高齢者，病| で失業を余儀なくされている。とりわけ，

弱な者，溶接工の緩験が浅い者が多い 1 55歳以上の者は， r技能を生かせないjr年
034歳以下層のほとんどが，巽職種間移動である。その内訳は，1 令制限のためH紹介がないjという理由

自動車運転者6名 (24歳-35歳)，サービス業関係3名 (241 が特徴的である。この中高年齢層の場合，

歳-39歳入土木作業~1 名 (30歳入底員 2 名 (30歳入自営業| 扶養家族が多いほど早く再就職している。

1名 (34歳入その他l名 (31歳入と主に第3次産業への移動1035歳-44歳層の失業者は，扶養家族が2

である。 1 -3名と多く，棄も「子どもに手がかか

0地域外への移動は，見られない。 i るためにJ就労できず，生活の圧迫が大
0異職問移動は，全て35歳以下層に集中している。 30代のおま，1 きい。彼らの場合，造船関連小零綿企業

タクシー運転者(2名)， jj尊師清掃員(1名)となっており， 1 の低賃金水準と希望条件との格差が大き

25-29歳の者は，大工(1名)，ガラス戸製造工(1名)，事務i く，異織穣の麗用も限られているために，

兼運転者(1名)となっている。 I失業中なのである。
。彼らの多くは，磁戦時，溶接工を希望したが，賃金閣での格1047歳の者l名で， r会社再建関争jのため
差などのために巽職種に再就織している。実際，再就磯先の i に失業中，と答えている。
条件と希望条件の違いを見ると， r労働条件が悪いJr技能を
生かせない」と答える者は多いが賃金が低いjと答える

苦言はいない。

045歳以上緩のうち 5名は建設作業者(建具工2，横木工， *10失業中の者は4名と少ない。 50代の者は

道工事工，建設作業者各1)で，あとの l名は，車両溶掃員| ガス切断工を希望しているが，扶養家族

である。彼らの多くは，離戦時，鉄工，ガス切断工を希望し j が奏だけということも関連して，待機中

でいる。 I である。

044歳以下震の再就職先の磯種は，タクシー運転者(39歳31歳)，10残りの40代の2名は，公共職説"建築科を

底員 (26歳)となり，自営業(鮮魚・ 43歳)も 1名となって i受講している。希望織穫は，ガス切断工
いる。彼らのほとんどは，扶養家族3-4名と多く，離戦時 I (鉄工)と建築関係という二面作戦をとっ

から異磯穫期移動を希望している。地域外への移動は，存在| ている。これは，扶養家族が4名と多い

しない。 I ことと強く関迷している。

0異職種間移動の者は，会で40歳以下層である。その内訳は自 10調査の範囲では存をしない。

動車運転者1(36歳入水産加工若草子製造工(26歳入自営業(理
髪底37歳)である。

0彼らは， E当初ガス切断工を希望していたが，ガス切断工専門

として濯用してくれるところもなく，賃金水準も低いために，

巽戦穣間移動を余儀なくちれた。

難戦者の労働移動

の 特徴

実戦穣間移動

045歳以上層のうち，dくから工場内の作業に従事していた者
の一部に，警葬儀員・毒事務員・集金人などとなった者もいる。

彼らは当初，取付工(鉄工)を希望したが，零細企業におけ

る高密度で広範囲な作業内容・労働条件とのギヤ‘ップが大き

いために，比較的体力を必婆としない異職種に再就職した。

失業中の者

055歳以上!替は，離職前の職場(経験)に

関係なし多くの者が失業中である o

045員長-54歳層の失業中の者のうち，会員

が，向一戦穏を希望しているが賃金

が低いjために失業を余儀なくされてい
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高苦戦穏
高盤戦前 労 働 移 動

のiE業 間 a職穣間・関連戦穣間移動

O 扶養家族も 3-5名と多い。

H 
020代の一部に，間一戦穣間・関連戦穣部移動がみられる。

i蚤
船

取 所

付 020代および40歳以上層のほとんどが，鉄工(取付工)として再就職し，灘戦前の職場が

N 工場の内外を関わず¥同一戦車重間・ 5要職種部移動したものが多い。ただし， 20代の経験

工
造 年数の綬い者l立造船社外工となり， 40歳以上!替の職歴の豊かな者は，鉄工所の社外工な

総 どとなっている。

戸庁 0彼らの資金は低伎に集中しており，手専再陸軍費率も高い。

0地域外への移動は， 3名と少なし鉄工 (46歳， 35歳入溶接工 (27歳)となっている。

o再就業者のうち，同一戦穣間・関連戦穣問移動は50%に近い数儀を占めているが，その
全てが45歳以上層に集中しているoしかも，仕上工として再就殺したケースは中高年層

日
でも，万能的な技能を有している者である。ただし，間一職種間移動のほとんどが，造

船社外工としての再就戦である。

f士
造 O 主にエンジンの運転調整作業に従事していた者は，仕上工としてではなし関連職種
船 (ボイラーマン，船舶機関係守管理)に再就職した。

戸庁 0地域外の造船社外工となった者も，中高年層を中心に10名前後存在する。

上

N 
07名中6名が，地域の鉄工所の仕上工として湾就織した (30代4名， 52歳2.:g)o

工

造船所

0彼らの月収は， 15万円前後と低伎に集中しており，扶養家族も 2-3名と多い。また，

鉄工所の高密度な作業と劣悪な労働諸条例ニとの摩擦が大きい。

表一11 クレ…ン運転工・

前職穣
高盤戦前 労 働 移 重力

のiE業 間一機種間・関遂事費種間移動

0再就業者のうち，クレーン運転工としで再就職した者は2名(49歳， 44歳。 44歳の者は地
域外の海上クレーン運転工)と限られ，その後の調査でも 2名(57歳， 45歳。 57歳の者

日
はパート麗いで， 45裁の者は地域外の公共職訪11のクレーン科講部)と少ない。
O同一職種間移動のケースは，賃金低下も少ない。

ク iiE 

レ 総

所

ン

J!霊

車云 05名のうち 3名がクレ ン遂事足工となったが名は地域外への就労であり，他の 1

工 N 名も海難車請を希望している O それは建設業におけるクレーン運転作業のため，賃金は高

造 いが，長待問不規則労働・ f企業jの零細性などの問題が存しているからで、ある。
総
戸庁

08名中 2名と少ない。 45畿の者が自営業をはじめ， 32歳の者が塗装rJiに再就職した。い

護
日 づれも建築主主装工としてで、ある。
3、旦必三

工 船
所
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の特徴

巽織穣間移動

また，このことは彼らの扶養家挟が1名と少ないことにもよ

るO 他方，同年代でも，扶養家族が3-4名と多い者は，配

管工，建具工となり策金低下を少しでもおさえている o

030-44歳層は，地域外の関連戦穣か「高収入」を得ることの

できる石工，配線工，大工などとなった。しかし，一部には，

低賃金水準の不熟練職穏への移動もみられる。20代のほとんど

は大工・警備員，消防士などの異職種間移動である。

0異職種間移動は30-40歳震に集中しており， r~芸収入j を求め

で重機運転手，冷凍機組立工などの建設業に流入するケース

と，水産加工製造工・菓子職人などになるケースが特徴的で

ある。

0彼らの場合，扶養家抜が2-4人と多く，とりわけ前者のケ

スが 4人となっている。

0異職種間移動は， 38歳以下層に集中している O 扶養家族が3

-5名と多い者は，タクシー運転者2(36歳， 27歳入生コン

車運転者 1(38歳，地域外)，青菜物運送1(30歳入クレーン

運転工 1(29歳入サッシ取付工(自営業， 27歳)となり，賃金

低下も小さい。独身者は，運転手 1(22歳)，病院勤務(地域

外25歳入営業員(デノfート23歳)となっている。

Oまた，後者のケースとほぼ何様なケースとして，扶養家族が

奏のみの者も，スーパ-J吉員(28歳)，自営すし屡 (28歳)と

なっており，震金低下はほとんどない。

033歳の者1名が，ガス会社の下請企業に，運転手兼配管工と

して再就職した。彼は，職種よりも賃金を優先した例である

が，その下請企業の賃金も低いために，再就職→再々就職を

希望している。

主食装工費量職者の労働移動

の 特徴

異戦車重問移動

0異職種間移動は，その再就職先の主主穏・職穣より 3つの形

態に分れる。∞ 自動率運転免許(大型・ 2種など)を取得
している者は，当初，クレーン運転工を希愛したが就職口が

ないために，自動率運転者となった。彼らの年令は36-47歳

lこ集中しており，生コン車運転者となった者は，再び離職し

たが，タクシー運転手となった者は，一応定着している。②

扶護家族が3名と多い者(43歳，34歳)1土，r高収入Jを求めて，
建設業の重機運転者兼大工手元・雑役となった。③その他ボ

イラーマン (49歳入セールスマン(31歳)となったケースもある。

02名とも，クレーン運転工を希望したが，重機遂転者，トラック

運転者として再就職した。賃金水準・労働諸条件は劣惑である。

Oその他 N造船所で玉掛兼クレーン運転工として作業に従事

していた者3名のうち 2名は重機運転者， トピ織(46歳)とな

り 1名は失業中であった。彼らは，クレーン運転士の資格
を取得していない。

06名の内訳は，鉄筋工(56歳)，配線工(53歳入雑作業員(52

歳入タンク取付工(46歳入やきとり展(自営35歳入その他1

名(56歳)である。このうち，鉄筋工，配線工となった者は，公

共職訪11鉄筋科・電気科を受講した後に再就職したケースである。

O 賃金低下が大きい。

失業中の者

る。とくに扶養家族の多い者は，公共織

訪れこ入校している。

039歳以下!震は 1年前後で再就職した。

0失業中といってもアルバイトをしながら

「会社再建闘争jに参加している者である。

O希望職穫は，会で同一職種である O

O失業中の者は， 45歳以上軍事に集中してお

り，その数も24名と多い。彼らのIlとん

どは同一車若手重を希望しているが，産量用が

比較的あるのは造船社外企業に限られ

ているために失業中なのである。ただし，

彼らの多くは扶養家旅が少なく，妻が離

戦前から働らいでいる。全体の75%が公

共職訪iIに入校(予定も含む)している。

O調笈の範霊査では，存在しない。

失業中の者

079年10月時点では，再就業者を失業者が

上まわっており，年齢的にも高年層に線

らず30代， 40代の者も多い。

Oその後の調査では，多くは異職種間移動

を余儀なくされた。なお， 50歳以上層に
ついては，扶養家族が少ないけれども，

35-44歳の多くは生活上の圧迫が強い。

O左記の 1名。

06名の年齢は， 42-58歳に集中しており，

'Ilとんどが塗装工を希望しているo
050代の者は，扶養家族がl名と少ないが，
40代の者は4人-6人と緩めで多い。
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N42-fア主民主不吉?接
ベ亙誼

r (タンク製作)

.KW工業斗(設計)一~~見間一一切断・曲げ一一ー小組立・大組立一一溶接

(30名 マ一三
1fJ?図工i

(ラダー(自主)の製作)

0)1立す・在主総「忍を霧き恕どりーマーキンーガス切断-+;f:段、z一大級王ヱー溶接

造
船
開
問
逮
小
零
綴
食
業
の
事
例

r (鉄骨製作)

・HA鉄工所イ 0-ーマーキン一一切断一昨曲げ一一組立--溶接

(10名

r (船舶内燃機関修E里)

• s 0鉄工所-i 0部品加工ー岳部品組立・溶接ー叩P 機関部(解体)総立・調整

(23名)L4 ~fl1llII Y lfXftII t 1j  ftJ:I I 
i構内下翁企業j
(社外企業)

rCボートダビット製作)

• ~ 0工業-l O~見限一一マーキン一一切街一一紙立一一j繍

( 7名 T 1 ，---L一一「 ↑ 
L 現 図工耳)(fす工鉄工)/ 1¥主rJ;溶接専門校外企業

γ(鉄骨製作)

• T Aヱ~寸 o旋盤・穴あ It- 組立一一 i容綾

(?で投 lYlfXftI (鉄工)i 孟己
r (船体組立)

• K 工業斗 o ガス切断一川、総立一一ブロッテ{立還決め・切り合わせー+樹長

(8名+⑮ tI _ I 
4名)- L.寸取付工(鉄工)1--一一 ー一一 溶凝ヱi

(簡単な取fす作業のみ行」…一一J
なう)

r (溶接専門社外企業)

• D 0 総ベ一一+総:立一一溶接一一一一一

(11名)よ し斗浴接工l

.TO 工業(1O~11名)一一一世主lこ i容接作業請負

図-1 造船・透総関途企業の主要工程と機種の編成
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表ー12 離職者の再就業・失業動向(戦穣別・費量戦前企業別・年齢別)(単位:人)

1979年10月現在

前
離職紛
失就 再就職先の業後

職 年齢 車業 強ぜ童図穣
の企業
中中 遺船所造船潤逮他の製遣業 f島宗霊堂室主語霊信重重量.謀長結公務緩能

日轟以上
日遺鉛舟 5 1 2111 111) I 11α 

N " o I 1111 1111 

語
45量以上 H " 6 1 818) 4141 313) 1111 
国最未満 N " 1 I 313) 3131 

措
30晶以 k H " 6 121社首 3131 313) 110) 2111 1Il1 3(1) 1 (0) 2121 3(0) 

主
戸空一

45轟朱調 N " o 1 9(6) 5151 1(1) 1(0) 2(0) 
日秒 1 I 9141 3(3) 2(1) 4101 ト一一一

工 30揖未満 ト一一
N " o 1 4111 1111 1(0) 1101 1101 

5十 H " 18 4時。 llUil 6(6) 1101 2111 1(1] 3111 110) 6141 7101 11紛 1101 

N " 111市11 1時窃 111) 110) 1101 1101 210) 110) 

55轟以上
日遺船長庁 2 I 2101 1101 110) 

N " o 1 

ガ
45晶以上 日" 2 I 713) 1111 1111 2(0) 11α 1(1) 1101 

ス
55車未満 N " o I 1(1) 1111 

切
30車以上 H " 1 I 7131 1111 1111 1111 2101 1(1) 1101 

童青
45轟未満 N " o I 4111 1111 1101 1101 1101 

工 30轟米機
H " o I 1101 封切

N " o I 1101 1101 

富十
H " 5 1 17161 2121 2121 3111 11紛 2111 1101 1101 110) 2101 1(?) 1101 

N " o I 6121 2121 1101 1101 1(0) 1101 

部畠以上
日遺給所 8 1 2Il1 1111 1101 

N " o 1 2121 111) 1111 

取
45議以上 H " 9 1 6141 21日 1101 1111 1101 

出歳未満 N " 3 I 2(2) I 2121 
付
却車以上 日作 511割引 4141 5141 1101 2101 1111 2101 
45揖未満 N " 2 11&81 7171 2101 2111 110) 110) 1101 11ω 

工 30轟宋講
H " 1 I 8101 1101 2101 1101 uα 3(1) 

N " o I 6151 4141 1101 

五十
日" 23 31U~ 6161 6141 4121 2101 3111 3111 1101 1101 31η 2101 

N " 5 12団司 14祖母 21(羽 2111 2111 2101 1101 2111 

出藍以上
H造船所 12 6161 4141 2121 

N " o o 

45揖以上 H " 12 6151 2121 1101 3131 
f土
55畠未調 N " o I 2(2) 2121 

上
30最以上 H " o I 4101 3101 1(?) 

45.揖未満 N " o I 5141 3131 1101 1Il1 

工 30.轟米議 H " 
o I 8101 

N " o 1 0 

2101 2101 2101 2101 

言十
H ' 24 24住1) 6161 1(0) 2101 7151 5101 1(?) 2101 

N " o I 7161 5151 1101 1111 

55轟以上
H遺船所 2 1 0 

N " o 1 0 

ク 45輩以上 H " 4 I 5111 ll?l 2111 

三
2101 

レ 55轟未満 N " o I 2111 1101 1111 

i 国車以上 H " 6 I 5(1) 2111 1{01 2101 
ン 拓轟来構 N " o I 3121 2121 1101 
理 30車未満 H " o 1 0 
転

工 N " o 1 0 

計
H " 12 1α21 1(1) 2111 3111 4101 

N " o I 5(3) 1101 2121 2111 

55車以上
日造船所 2 I 2101 1101 1(1) 

N " 

量
45歳以上 H " 1 I 4111 1101 1101 11ω 1111 
日韓米満 N " 

袋
30轟以上 H " 3 I 2111 1111 1101 
45轟朱満 N " 

工 30轟未満
H " o 1 0 

N " 

言十
H " 

N " 

6 I 8(2) 3(1) 1101 1101 lけ} 2111 

出歳以上
日造船所 31 1~8) 6161 2101 1101 4121 1(1) 

N " 。 3131 2121 1111 
時最以上 H " 34 祖国) )111 0181 6131 )，紛 4131 2101 3(2) 6141 3101 1Il1 

職
.55歳未満 N " 4 11~91 8181 1101 1111 

種
30議以上 日。 22 54自由 1(1) 818) 9181 1101 5131 2111 6111 1101 3131 1α01 2(?) 5101 1101 

45揖来構 N " 2 13曲目 16U$ 3111 211) 1101 3101 2111 5121 3101 1101 

首f 30歳未満
討砂 2 I 2~41 3131 1101 2101 3101 5(1) 6101 1101 31η 2101 
?唱。 o J 1116) 5151 1101 1101 1101 1101 1111 1101 

言十 H " 89 130醐 2121 26附 2曲。 2101 1耳61 5111 l耳31 1(01 18帥 1~01 1101 61η 8111 1101 

N " 6 反治場 o 31師時 4111 2111 4111 4101 3111 6131 4111 1(01 1101 

?主) ( )内の数字は，同一戦穣・潟i車戦穣に移動した者を5Rす。
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方王子準化傾向を見せている。

一方，社外企業は，親企業の業種・技術水準や労働力編成に律せられる面もあって一様で、

はないけれども，基本的lこは鉄工所と同様に幅広い作業を遂行しうる労働力を必要とする O た

だし H造船所やN造船所専属社外企業の中には溶接・仕上・取付作業専門の企業がみられる O

社外企業の特徴は，木工のもとでの高密度・不境期・長時間労働に象徴され，今回の調査では

賃金水準に高低の輔が存在した。しかし，社外企業の場合，社会保険の不備，躍用の不安性が

大きく r出張」も多い。また，地域外の造船所などを転々と移動する零細な社外企業(組)
の場合は，高収入が得られるものの二重生活との矛盾や雇用の不安性が大きい。

こうした需要側である造船関連企業などの作業内容ー賃金水準および労働諸条件と離職者

の技能・経験および年齢が適合的か否か，ということが労働移動の方向を基本的に規定してい

る。

たとえば，小零細な造船関連企業ではガス切断工の需要がないために，ガス切断工離職者は

年令・離職前の企業を関わず多くの者が異職種間移動を余犠なくされた(表-12参首都。

表-13 (H 透船所取付工離職者)離戦前企業の

高差 失業中の者 再就業者
再 まI

職 場 iJlJ 戦時期
製 造 業

197190背年 1980年1979年10月
10月 造船所 造船関逮企業 fifJ.の製造業

合計 2 9:4)→10(4) 

内業小・中組立 1次 O 5(4)→ 5(4) 1(1)→1(1) 

2次~ 2 4(0)→ 5(0) O →1(0) 

1口入さ則き4 5 4(3)→ 6(5) 

内業火組 JL 1次 5 2(1)→3(2) 1 (1)->1 (1) 

2 ;欠~ O 2(2)→ 3(3) 2(2)→3(3) 

外業(船台)塔載
合計 7 4(0)→8(1) 

l次 3 O → 2(1) 0 →1(1) 
(鉄木工)

2次~ 4 4(0)→ 6(0) 

合計 5 11(5)→11(5) 

外業(船台)取付 1次 2 2(0)→ 2(0) 2(0)→ 2(0) 

2次~ 3 9(5)→9(5) 1(1)→1(1) ※ 4(4)→ 4(4) 

合計 3 2(1)→4(3) 

鉄 犠 装 1次 1 1 (0)→ 2 (1) O → 1(1) 

2次~ 2 1(1)→2(2) 

合計 l 1(1)→1(1) 

jl基潔船取付 l次 O O 

2次~ 1 1(1)→ 1 (1) 1(1)→1(1) 

合計 23 31(1母→40(19) O 6 (6)---9 (9) 6(4)-+ 7(4) 

職 場 言十 1次 11 10(5)→14(8) O 2 (2)---4 (4) 2(0)→ 2(0) 

2次~ 12 21(9)→26(11) O 4(4)→ 5(5) 4(4)→ 5(4) 

注 1) ( )内は，向一機種・関途職種に移動した者をあらわす。
2) 1(1)→ 2(2)のうち，左側の数は， 1979年10月時点の状況をあらわし，お側の数は， 1979年10月時
点で失業中の者のうち 1年後に得就業した者をつけ加えたものである。

3)内業小中・大級立職場に従事していた離職者の多くが，造船関連企業の間一磯穏に再就職したけれ

ども，外業(工場外)に従事していた離職者の大半は関迷職種間・異織種間移動を余儀なくされた0

4) ※印の 5(5)は，関連機種間移動(地域外)であり，取付工(鉄工)として再就織した者ではない。
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「小さな会社ではガス(切断)専門というのはないからね。……溶接とガスができれば鉄工の仕事も

あるけどね。JI職安の紹介は，本u筏鉄工団地とか速いところばっかしだからね，家族で移るとなるとね…。j
fガス切断生かせるところ，そういうところまずないね。溶接なんかもやれないとね。それに，溶接工は

出張多いから， (誇就職するよで)決心がいるものねJ(27歳 N造船所ガス切断工離職者。職安の求人

カードを見て水産加工の塩子製造工として再就職。)

また，鉄工所などに鉄工(取付工)として再就職した労働者も次のように述べている 1)。
IN (造船所)では，ガス切断作業だけやっていたから， (現夜の企業では)寸法の出し方や組立の順

序，作業の方法とか，はじめから人に聞いて覚えていくしかない。JI給料も N(造船所)より全然懇い。J

(44歳 N造船所ガス切断工離職者。以前，機械工の緩験があるので機械工を希望したが，40歳という年

齢制限のために断わられる O 現在の鉄工所へは，以前の仕事仲間の紹介という気易さも手伝って再就職

した。)

I (現在の仕事は)ガスだけでなく，取付作業も 2-4人でやっているし，たまに溶接もやる。……

……日ド yク時代に，取付工の仕事を見ていたので，ゃれないことはない。溶接も基本ならできる。 j

I (現夜の社外企業は)組合がないから文句護ったらクピになるし，作業環境も策金体系も悉くなった。」

職場別にみた再就業・失業状況(単佼:人)

職 先 の 業 穣

建 設 業 第 3 次 産 業
分不 自営業

総合 職別 設{議
小卸売売業・

金融・保険 サービス
公

運輸・ 電気・ガス・

工事業 工事業 工事業 不動産業 業 務通信業水道・熱供絵 類能

2(2)→ 2(2) 2(l)→2(1 

1(0)→1(0) 1(0)→1(0) 2 (?) 

。→ 1(1) 1(0)→1(0) 

O →1(1) 1(0)→1(0) 

1(0)→2(0) 1(0)→2(0) 1(0)→1(0) 1(0)→1(0) 

1(0)→1(0) l(?) 1(0)→2(0) 

1(0)→1(0) 

O →1(1) 1(1)→1(1) 

O 4(2)→7(4) 2(0)→4(1) 3(1)→3(1) 。 3(1) 1(0) 1(0) O 3(?) 2(0)→3(0) 

。 2(2)→4(4) O → O 2(1)-.2(1) O 1 (0) O 1(0) O O 1(0)→1(0; 

O 2(0)→3(0) 12(0)→4(1) 1(0)→1(0) O 2 (1) 1 (0) O O 3(?) 1(0)→2(0) 
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(44歳， H造船所ガス切断工離職者。飽の機種では鍵金面・作業産量で、のギャップが大きいので造船関

連企業に再就職した。道外への再就職は条件が良ったけれども，子どもがいるので断念。)

次に， H造船所取付工離職者についても，日造船所と造船関連小零細企業における作業内

容や労働諸条件の差興が大きいために，異職種間移動を余儀なくされた事例が少なくない。

れまじめは鉄工関係で、独立しょうかなーってね。で，手伝ってくれっていうしボツボツ稼いでみるか

と。それが，セメントタンク組み立て(のアルバイト)なわけさ。やっぱり日造船所の人間って片輪だも

んね。ということは， H造船所では機種がたくさんあるからね。自分たちの仕事だけやってりゃいい。

組立は組立で， 1裂妾はj容接，足場屋は足場産ね。ところが町(工場)さ行けば，全部それ自分でゃんな

きゃねえわけさ。しかもそれがね，その道具でも械械でもそろってりゃいいけど‘ねえわけだ。それで、

細くても長くやれる仕事(事務長など)をやろうかなあーでね。まあ，子ども 2人とも勤めているし家

内の協力(パートで勤め出す)もあるので，ね。…J(51歳， H造船所取付工離職者。現夜，生命保険の
外交兼事務)。

rPlJ工場に行ったつで，綴ではね(いいけど)身体ではね，間I工場会ついて行けないんだ。 20代や30
代のはじめなら町工場でも身体慣しながら，ということもあるけどね。……もうすっかり身体わがまま

になっでいるからね。そうやって釧路でも帯広でも向こうに行ってる者もいるけど，それは綬線開には

金になるけど，そんな不安定な生活したくないしさ，町の鉄骨盤なんなりでも送機金とか日造船所みた

くあるなら考えるけど(そんなものないし)，それでバクチ打って応(ラーメン屋)持ったんだけど，

今のところまあまあだね。J(41歳，日造船所取付工離職者。現夜はラーメン屋を開業しでいる0)

もちろん，双造船所取付工離職者の 3割は，造船関連企業の関一職種lこ再就職している。

しかし，そのほとんは，古くから主に工場内の作業(内業小組・大組立)に従事していた中高

年離職者のうち鉄工所などの幅広い作業に適合的な労働力なのである(表ー10，表-13参照)。

他方 N造船所取付工離職者の場合，再就職者の70%が取付工(鉄工)として零細な社外

企業に就職したのである。また， 1iぼ同様なことが仕上工離職者にも言える 2) (表 10，表

14参照)。

このように取付工・仕上工離職者の動向が両造船所離職者で異なるのは，以下の要因が存

在するためである。第一に N造船所離職者が日造船所離職者に比して造船関連小零細企業の

作業に適合的な技能・経験を有していることがあげられよう。ぞれは N造船所がH造船所ほ

ど職穣の細分化・回定化が進展していないこと(国一 1) ，また日造船所離職者が新卒採用

者・中途未経験工が庄倒的なのに対しで N造船所離職者の多くは鉄工所や社外企業を経てN

造船所に入社していることによる(表-15参照)。

第ニの点は H造船所と N造船所との間に賃金水準をはじめとする労働諸条件の格差が存

在することである。すなわち，日造船所離職者の場合，造船関連小零細企業への再就職にとも

なう賃金・労働諸条件の低下が極めて大きいのに対して N造船所離職者のそれは比較的小さ

表一14 H造船所仕上工離職者の前職場別にみた再就業・失業状況

よ ¥
誇就業者(人)

失業中の者(人) 持I(人)
同一職種 関連戦車重 契機機

主ー 補 機 2(20.0%) 1 (10.0%) 5 (50. 0%) 2 (20. 0%) 10 000.0%) 

機 f基r Ĵ 業 306.7%) 1 ( 5.6%) 2 (11.1 %) 12(66.7%) 18000.0%) 

" 外;itt 5(38.5%) 。 3(23.1%) 5(38.5%) 13 (100. 0%) 

1:補機 i軍事正 。 2 (50.0%) 2 (50. 0%) 。 4 (100.0%) 

，，[ (名) 10(23.3%) 4( 9.3%) 12(27.9%) 17(39.5%) 43000.0%) 

i主)主補機運転職場に従事していたtilムヱンジン在どの運転車語整作業に主lこ従事しでいたために， f上1:工と
しての一人前の労働力とはざえない。その結果，仕上工として再就殺した者は皆無である。
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表-15 磁織者の経験年数・勤続年数の棺関(単位:人)

ヨ〉 取{す工
H造船所離職者 N造船所総織者

30年以上 14 30年以上 l 2 l 

25-29年 4 2 25-29年 2 1 

20-24年 2 1 20-24年 3 l 

15-19年 2 15-19年 5 

10-14王手 9 l 10-14年 8 

5-9年 2 5-9年 11 

-4年 1 -44 

歩/五統 ~ 5- 10- 15- 20- 25- 3以0年上4年 94 14年 19年 244 29年 多角 ~ 5- 10- 15- 20- 25- 3以0年上4王手 9年 14<手 19年 244 29年

②仕上工

日造船所離職者 N造船所離識者

30年以上 l 28 30年以上 1 2 

25-29年 25-29年 l 

20-24年 20-例年

15-19年 l 1 15-19年

10-14年 1 10-14年 1 

5-9年 3 5-9年

-4年 l -4年 l 

う/五続 ~ 5- 10- 15- 20- 25- 3以0年上 三う/み ~ 5-!1O- 15- 20- 25- 3以0年上
4<手 9i手 14年 19年 24年 29年 44 9年 II4年 19年 24年 29年

③ 溶接工

狂造船所書住職者 N造船所離職者

30年以上 1 11 30年以上 1 

25-29年 4 25-29年

20-24年 1 7 1 20-24年 1 l 

15-19年 1 15-19年 6 

10-14年 l 3 1 10-14年 5 l 

5-9年 1 l 5-9年 9 

-4年 -4年

う五P続
~ 5- 10- 15- 20- 2259年~ 3以0上年
44 9年 14年 19年 244 

緩験 /-/ ~ 5- 10- 15- 20- 25- 3以0上年
./勤続 4年 9fド 14年 19年 例年 294 

j主)託造船所再生験者の場合，勤続王手数と経験年数が一致しているのに対して， N 造船所荷量験者については， N造船所lこ入

社する以前に伺ー磯穣の経験を一定期間有している。とりわけ，その傾向が溶援工・取付工で顕著で、ある。

く，そのことがN造船所離職者の造船関連小零細企業への再就職を容易にしたのである(表-

16の賃金変化の項を参照)。もちろん N造船所離職者の多くは年令が若く，勤続年数が短いた

めに，彼らの基本給が少ないことも見逃せない。

さらに， N造船所離職者については， r会社再建闘争jを進めるためにアルバイトで生計を
維持していた者(最後まで、組合に残った者)が多く，造船関連企業にアルバイトで、入ったまま

常用工となったケースが少なからず存在する。

しかし.i容接工離職者の動向は，表-12にあるように両造船所離職者とも同一職種間・関
連職種間移動の比重が高く，ガス切断工離職者のように同一・関連職種の労働市場からはじき

出されているケースは少ない。それは， j容接工専門として再就職できる社外企業や組などで溶
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表-16 同一職種間・関連戦穣関移動の動向

約機種 湾就職先 賃金変化(税込み月収)越戦時→現在
( )内は， flll-“関連

造船所・ 様内下請 現在の職種
職穣に再就職した者 その他 上 界 変化ナシ

⑧ 14名 8名 E事潟・自動率 ⑮溶接I→11名 ⑧ (3名) 。名 。名

溶接工
(うち道外 修理業 3名 取付工十溶接工→ 7→9 (道外)

(⑧ 24名)
1名) 機械設備 l名 9名，不明→4名 3→5， 5→6 

(⑧ 11名)
⑧ 3名 7名 セメント会社の ⑧溶接工→7名 ⑧ (2名) (3名)5→5，

プラント修理工 耳Xfす工+溶接工→ 2→4， 3→5 4→4， 3吋 3
l名 4名

⑧ 1名 3名 鉄筋 l名 取付工(鉄工)4名 。名 。名

ガス切断工 機械修理 l名 鉄筋工 l名
{⑪ 5名)

⑪ 2名 。名 。名 取付I(鉄工)2名
(⑧ 2名) ワ ワ

⑧ 9名 3名 コンク 1)ート製 取付工(鉄工)13名 (2名) (3名)

造 4名 プラント修理工 3→7 (地域外) 8-8 (工場長)

耳Xfす工 官軍気工事業 1名 5名 与ゅ5( " ) 5→5 (地域外)

(③ 19名) 自動車整備 l名 自動率板金工 1名 5-ゅ5

(⑧ 14名) アルミ組立 1名

⑪ 3名 11名 。名 取付工(鉄工)12名 (4名)4→6 (4名)5…・5
溶接工 1名 4→5，3→5， 4吋 4，4→4 

配管工 1名 2→4 3→3 

⑧ l名 7名 機械販売 l名 仕上工 8名 01'; (2名)

ホテん l名 機械サービス l名 8→8 (工務課長)

仕上工 病R完 l名 ボイラーマン 2名 7→7 

(⑧ 11名)

(③ 6名) ⑧ 6名 。名 。名 仕上工 6名 (3名) ( 2名)

7→8，4→5， 4→4， 

3→5 

注 1 )⑪は日造船所離職者をあらわす。⑧はN造船所離職者をあらわす。

2)⑧の賃金変化は，般職当時残業がなかったために f上昇」した者が多い。

3) 資金変化の数字は， 2→ 8 -10万円未満 3→10-12万円未満 4→12-14万円未満，

5→14-16万円未満 6→16-18万円未満 7→18-20万円未満，

8→20-25万円未満 9→25-30万円未満， 10→30万円以上

低 下

(9名)9→7，9→7， 

8→6， 5→4，8→6 

7→5，8→5，8→5 

8→4 

。名

(4名)6-4， 7→6 

7→5，8→4 

ワ

(7名)8→7(工事

主任)8吋 7，7→5， 

7→5， 8→6，8→5， 

8→4， 

(1名)

5→3 

(6名)10→8(工事

係員)8→6，8→5， 

8→4， 7→3 (ボ

イラーマン)

接工の需要が比較的衰えておらず，また鉄工所等が経営多角化・若年労働力「不足」のために

熟練溶接工を吸引したからである 3)さらに，i容議工の場合，造船・造船関連以外の業種でも需
要があることも看過できない。また，溶接工が一人前の技能を習得する期間が3-5年という

ことや職種の細分化・固定化が取付工・仕上工のように進展しなかったことにより，溶接工離

職者のほとんどが通用性のある技能を有していることもー菌である。

以上，金属・機械総立製作を担う港接工・取付工・仕上工・ガス切断工離職者の動向につ

いては，その主要な需要先である造船関連小零細企業に強く規定されていることが明らかにな

った。 他方，造船関連企業よりもむしろ建設業・運輸業と関連が深いクレーン運転工・塗装工

離職者の動向は，全体として同一職種間移動をする上で摩擦が大きく異職開移動の比重が高い

(表-11，表-12参照)。その主要閣について整理すると次のとおりである。

クレーン運転工の場合，表-17にあるように鉄工所などでの需要が全くないのに加え，建

設業・運事会業におけるクレーンはトラック・クレーンが多く， r大型自動車免許jの取得が必要
条件となっている O しかも，雇用の擦の年齢制限も強い。ところが， H造船所離職者につい

てはクレーン運転専門工のために「大型自動家免許Jを取得しでいない者が多く，且つ， 40歳

以上層が圧倒的なために巽職種間移動を余犠なくされたのである。一方， N造船所離職者の場
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表-17 造船・機械関連企業のクレーン所有状況 (iasi銭市) (単位事業所数)

企業総数
業
一
満

食
一
米

ヲ
h
v

一ン

い
一
ト

で一

5

7
し
一有
丁
所一を一
上

ン
一
以
一一九
J

レ
一
ト

ク一

5
クレーンを所有していない食業 不 明

117 12 28 73 4 

(100%) (10.3%) I (23.9%) I (62.4%) (3.4%) 

注 1 )殴館市造船機械関連不況対策本部昭和55年度『造船・機械関連企業要覧jより作成。
2) 5トン以上のクレーンを運転する場合に，クレーン運転士の資格が必要となる。したがって，鉄工所

などの5トン米満のクレーン運転は，取付工(鉄工)などが行っている。

合は年齢が比較的若く「大型自動家免許Jを取得しているために 5名中3名がクレーン運転

工として再就職した 4)。しかし，その3名のうち 1名は地域外への再就職であり，他の l名も

建設業の不規則・長時間労働および再就職先の零細性に強い不満を示している。

f田I場ではトラッククレーンがほとんどだから大型(自動車)免許が必らず必要なわけさ。日造船所

やめた者は，ほとんど大型自動車の免許ないわけさ，だから， IBT湯の15に行くのはなかなかいないんだ

よ。おれ知っているのでクレーンに乗っているの 1人だよ。Jrおれも，やめるときクレーンの免許もっ
ているから，なに，すぐクレーンに乗れるつで，やめたがいいわ，なかなかねえ。J(48歳 H造船所ク

レーン運転工離職者。離職→4ヶ月間の失業→生コン事の運転手を9ヶ月，冬期「失業j中に解議され

る→クレーン運転工という約束でFサルページに就職したが，雑役の仕事しかなく賃金も低いので2ヶ

月で離職→トラック運転手)

「希望は，クレーン遂事去で，賃金も N造船所と問どくらい。だけど，クレーン工は磯安でも紹介な

いし， f也の戦では資金や条件懇い。それで，あんまり行きたくなかったけどTレッカーに入った。とい

うのは， (Tレッカーの仕事は)クレーン工だけど，ボーナスもないし，社長とおれの 2人きりの会社だ

い健康保険とか自己負担だもの。給料はいいけど，ここに長くつとめる気はないねえo ちゃんとした

会社がやっぱりいいね。J(31歳 N造船所クレーン遂転工高盤戦者)

また，塗装工離職者についても，造船塗装工として再就職する場合は造船社外企業にほと

んど限られているために f汚れる割に給料が安しりなどの劣悪な労働諸条件が存在し，一方，

比較的需要のある建築塗装工として再就職する場合も造船業における塗装作業との作業内容の

違いや賃金の低下が大きな問題となっている5)。しかも，塗装工離職者の多くが中高年齢層であ

るために，そうした作業内容や労働諸条件の変化に対する適応性が乏しいことも重なり合って

造船塗装工となった者は存在せず，わずか 2名が建築塗装工として再就業したにすぎない。

a: 

1) N造船所に入社する以前に造船関連企業で取付作業に従事していた離職者のなかには，鉄工所の鉄工(取付

工)としで比較的スムースに再就職した事例が多い。

2) 仕上工の場合 H造船所離事費者の若年緩や主にエンジンの運転誠整作業に従事していた者は，一人前の労働

カ(機関部関係なら何でもできる能力， 10年位の経験が必要)と言えず，ほとんどが奨職種への再就職であ

った。他方，中高年の万能的な熟練を有する離職者の多くは仕上工としで造船社外企業に再就職した。これ

に対C，N造船所仕上工の作業は，分化しておらず機関部関係全般の作業を遂行する能力を要求された。そ

の結果 N造船所離職者全員が万能的な技能・経験を有するために， 7名中6名が鉄工所の仕上工として再

就職したのである。なお，日透船所における職種の縮分化・回定化の進展は，たんに大型ブロック建造方

式の導入 (1963年-)という技術約要因だけでなく，労働組合(総評系)の「多能工化Jrステージ別編成j
に対する強固な反対遂動などの労資関係要因もはたらいでいる。したがって H造船所の場合，大手造船所

と異なり「ステージ7JIJ編成Jや「多能工fと」がほとんど進んでいない。

3) 造船関連企業は，不況の深化にともなっで造船業から建設業への依得度を増やすなどの対策をとった。また

一郊の零級な社外企業(組)は地域外に仕事を求めた。たとえば， KW工業所では，不況後，建設照タンクの



220 教育学部紀要第 39号

組iL・現場取{すの受注を増やすために，タンクやパイプの溶接作業に就練した日造船所溶接工中高年離職者

を産互い入れている。その{也，多くの鉄工所でも緩営多角化，若年労働力「不足」のために，雨造船所の熟練

溶接工・取付工・仕上工費量職者を吸収した。

4) クレーン運転工についても H造船所ではクレーン運転工とトラック運転者は，はっきりと分化していた

(一部にトラ yク漆転者からクレーン逐転工に転換した者は存在する)。けれども N造船所についてはクレ

ン1軍事主工がトラック運転も兼ねていたために離職者は「大型自動率免許Jを取得しているo

5) 建築主主裟の場合，~外の墜を塗る塗料が造総業と全く異なる。また，室内のハケ主主りについては造船業との

共通性が強く一応、できるものの，最近は多様な建材が普及しているために建材を扱う知識が必苦手となってい

るO しかも，主最終の種類が増えているために，それに関する知識と経験を新たに修得しなければならない。

N 離職者の年齢と労働移動の特徴

以上，地域の造船業・造船関連業を核とする労働市場にあって，離職者の労働移動が彼ら

表…18 I可一職穣問・関連戦種間

高苦戦車重 労働者 年家齢(1979年111']) 経験年数 王見夜の職種 企業規模(人数)・産重用形態番号 族構成

① 56歳 (1980年8月) 28年 溶接工 8名 IE従業員

姿(内戦)親1 (28年) (日造船所社外工) (溶接社外企業)

⑧ i容接工 ② 53歳 37年 溶接工 100名 正従業民

姿(パート 3万円)事i(37年) (ハ yチ，カバー製作) (造船関i車企業)(ボースン)

③ 47歳 24年 i容接工 夜営臨時工

重苦(常F百)・子1 (24年) (]春闘修理) 国鉄(機関!K)

④ 36歳 11年 溶接工 11名 正従業員

⑧ 溶接工 齢{-ト 3万河)+長 (7 ;手) (ハ yチカバー製作) u容接投外企業)
⑤ 26歳 7年 溶接工・ガス切断 11名 主従業鈴

安+i-1人 (7年) (プラント修理) (社外企業)

⑥ 52歳 35年 取付工(鉄工) 12名 疋従業員
⑧取{す工

重苦・綴1 (35年) (鉄工所) (工場長)

⑦ 58員長 40年 取付工(鉄工) 7名 IE従業員

婆(自営)・子1 (18年) (社外企業)

⑧ 44歳 20{f 取付工(鉄工) 4名十⑧ 7名正従業災
⑧ 耳)( 1す工

奏(パート)・子1 何年) (社外1E:業)

⑨ 29歳 10年 耳)(1す工(鉄工) 11名 正従業員

姿(パート)・子l (7年) (社外企業)

⑬ 56歳 30年 仕上工(ポンプ類の保守・ 30名 臨時産量

喜善 (17年) 保全) (日造船所社外企業)
③仕上工

⑫ 54歳 36;手 仕上工 10名 正従業員

3寄・書誌1・子l (36年) (日造船所社外企業)

⑫ 52歳 33;手 仕上工 20名 E器官事麗

重苦・子1 (33年) (鉄工所)
⑧仕上工

⑬ 36歳 2年 仕上工 23名 IE従業主主

姿(パート)・子2 (15;手) (鉄工所)

⑬ 44歳 27年 耳)(1す工(鉄工) 8名+⑮ 41; 正従業主主
⑪ ガス切断工

委(哀のみ5-67])・2(24年)

⑧ 
44歳 7{f 取付工(鉄工)兼 10名 ⑧→(鵠}

⑪ ガス切断I
委(内戦)・親1，子3 (7年) 溶接工 (鉄工所)

注) ⑮lまH造船所書盤戦者，⑮l土N造船所離職者を表す。
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の前職種や離職前の企業によって大きく異なる様相をみてきた1)。次に，こうした前職種や離職

前の企業による差異を内包しつつ，彼らの動向が年齢および家族構成と密接な関連を有してい

ること(表-12の職種計の項を参照)，また，再就職先の賃金や労働諸条件，さらには生活の変

化についても述べることにする。

① 中高年齢層 (45議以上，場合によっては40議以上の者)は，異職種間移動の援が厚い

一一年齢制限，賃金の大幅な低下，適応カの乏しさ一一ことも関連してほとんどの者が同一職

種を希望する額向がある。しかし，前述したように同一職穏や関連職穫に比較的スムーズに再

就職した者と異職種間移動を余儀なくされた者が存在している。前者には N造船所中高年離

職者のほとんどと H造船所中高年離職者のうち，溶接工・仕上工離職者の大半が含まれ

る。

再就職先における賃金や地位などの面から彼らを見ると，同一職穣間・関連職種間移動を

移動の事例(面接関きとり調査より)
1979年10月現夜

資金変化(離職H寺→識変待点) 労働諸条件の変化

1977年末 芸春本給 20万円¥，-・1980年8月時間給 850円/1日 -賃金が低下した。ボーナス・諸手当ナシが不安。

残業合 25万円 総額 194，650円(残業40h) -作業場所が転々とする。仕事がきっくなった。

1977年末総 額内¥)→1979年10月日給月給 3，950fIl/ 1日 -賃金が大巾に低下した。休日が608から 6臼に減る。

21万 総額 131，616河(残業26h手当有) .~~華f!:などの室主総多い。仕事がきつい。

1977年末総 額万¥)→197911'10月12-14万円 -仕事は楽になった。 .47歳では，常用車重いは無理。

20-24 • 1年契約だが，継続の可能性大きい。

1977年10月基準内のみ¥i→時隣給 700円/1h -退職金，ボーナスがないので，安定した食業を希議。

121，000内 総額 155，400円(残業30h) -残業を含めると，絞殺の方が，少し良い。{士事がきつい。

1977年10月慕準内のみ¥』→時間給 700円/1h • t雪金の低下はないが，右休ナシ。残業の割増ナシ。芥給
91，700内 総額 14万円(残業10h) 2年間ナシ。

1977年末総 額円¥)→月給告IJ.総額 21万円 -手当・一時金などがないものの， f也の企業よりいくらか

22-23万 (時間外20h) 条件は良いので，落ちつきたい。

1977年10月総 fIl重責/ 臼給月給 4，000fIl/1臼 . JeN青が，主斜面をはたく一方なので，賃金が停滞したまま。

14万 総額 14-15万円(残業40h)

1叩月総 額)日給町制内川 -地上での{士事が多く，雨降ると f休んでくれJと言われ

134，000内(残業ナシ) 総額 17万円(残業30h) る。仕事が1980年l月で切れる。安全に無関心。

1昨 1附額)問 700丹/1h -手当，一時金，残業刻増ナシ。

101，800悶(残業ナシ) 総額 141，000円(残業20h) 

印刷月 223，659円)総額 1問 -残業あっても，なくても，子当 3万円は不満。

最高時 26万円 ⑧10万円+手当3万円十一時金2万円) -日E差出勤手当ナシも不満。 ・60歳定年。

1977年12月総 月額¥/ 臼給符絵 4，300fIl/1日 -残業が1hあたり， 1，500円→800円に低下したことが大

20万 総額 151，100内 きい。 .60歳定年

1977年1019総額20万円¥1-+総額 19-20万円 -ぬよりも条件よLミ。(子どもが大学に行っており，仕送

ボーナス年lこ100万円 回総(残業30h) り7万5千円/119にかかるので，食べるのが精一杯)

問問山峨Oh)) 月給制附00円 -賃金の低下も大きいが，経験が浅いために作業悩での背

1976王手8月198，353(残業60h)j 残業oh) 1980年10月 労が多い。

19784121918-阿 ) 臼絵時間内川

残業最高時→22-23万円 総額 17-18万円(残業40h)

組日合がないので，作業環境，賃金水準が低伎のまま 0

造船所より条件は低下している。

1初年間3万円)吋入社したばかりなので不明 -約機より，資金水準が低下することは確実。

1976年頃 15万~
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した離職者は，次の3つのグループにわけられる。(1)もっとも主要な部分は，地域内の造船関

連小零細企業の一般工となった離職者であ。表-18の労働者番号②⑦⑧⑩⑪のように，彼らの

賃金は15万円前後に集中しており. 1給料が大巾に低下したJr仕事がきっくなったJ1休暇が
年に608から 6臼にへったJr残業(割増)がつかないjなど，中高年層にとって総合的な労働条
件の悪化はひとつの開題となっている。 (2) 次に，向ピく地域内の造船関連小零細企業に再就

職した者であるけれども.1工場長J1課長J1主任J1ボースン」として再就職し，賃金抵下も

比較的小さいケースが存在する。このケースは，表-18の労働者番号①⑥⑫に示されるが，間

一職穣間・関連職種間移動をした中高年離職者41名中9名と極めて眼られており，そのうち 4

名は造船社外企業の一般工で，賃金低下が小さいケースであるためにこのグループに入れたに

すぎない。彼らのほとんどは，日造船所離職者のうち元作業長であった者に限られている。そ

れは，こうした造船関連企業が日造船所の下請関係に包摂されている(いた)ために，造船関

連企業の経営者と元作業長であった離職者との人的関係が深いことに起因している o (表-19

参照)0(3) 第三のグループは，地域外の造船所などを転々と移動する零細な社外企業(綴)に

再就職した人達である。このケースは. H造船所溶接工・仕上工離職者に多く. 130万近くは

もらえるJr今まで (H造船所)と問ピぐらいはかせげる」などと高収入が得られることが特徴
である。しかし，この場合，二重生活による支出の増大や雇用の不安定性が大きいことが問題と

なっており，手のかかる子どもがいない独身者や身軽な中高年壌に限られている。とりわけ，

熟練した技能を有する50歳前後層が多いo N造船所離職者については.50歳前後!替が少ないう

えに「会社再建闘争」の存在が大きく，全年令階層にわたって地域外への移動は少ない。

ところで，前述したように異職種間移動は H造船所取付工・ガス切断工・クレーン運転

工離職者に多いが，先の取付工離職者の事例にあるように子どもが独立している者は， 問団く

長くやれるJ事務職などとして再就職した(表…20の事務員参照)。しかし子どもが独立してい

表…19 離戦前食業での地位別にみた再就業状況とE37金水準

高官¥で会0¥業7ごf也¥位~¥々拶~護込~送みt:誌二失とコ業いE 
再就業者(上段…同一・関連戦穣，下段…奨戦穏) (人)

総数 l 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

作業長@ 14 1 5 l 5 2 

⑧ 2 2 

班長.1.五長母 25 5 4 4 2 1 

⑧ 15 1 3 2 l 

一般工窃 16 1 2 2 

⑧ 49 2 7 3 3 3 1 2(自営}

その他母 O 

⑧ O 

@ 55 1 6 11 5 7 4 1 
言f
⑧ 66 I 2 12 5 4 3 l 

注 1 )税込み月収の番号と額は，以下のとおりである。

8万円未満 I 28-10万円未満 I 3: 10-12万円未満
4 12-14万円米満 I 5: 14-16万円米満 I 6 i 16-18万円未満
じ18-20万円未満 I8120-25万円米満盟堅き翌日ど盟友雪旦主

2 )⑮は同一戦穣問・関連機種問移動を表し，⑧は.~毛織種間移動を表す。

3)元作業長だった容の賃金水準を兇よ。

2 

失業中の者
(人)

14 

45 

23 

l 

83 
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ないなど生活面の重臣が強い者は， (1) 公共職業訓練校に入校し，受講した科目と関連する職

種に転職した。その職種は建設業の建具工・鉄筋工・植木工となっており，賃金水準もせいぜ

い総額で14~16万円である(表-21-1 の45議以上の者を参照)0(2) また，クレーン運転工離

職者の一部には，自動車運転免許を生してトラック運転手になったケースもある。 (3) いずれ

にせよ， r雑役Jなどの不熟練職種への移動が， 45歳以上の中高年層ですら 4名と極めで限られ
ていることは控自される。なお，彼らの職種と税込み月収は，雑作業員 (52歳， 14~16万円)， 

響備員 (56議 8万円未j詩)，巡視員 (45議， 10~12万円)，清掃員 (45歳， ?)となっている 2)。

こうした中高年層の労働移動が彼らの生活にどのような影響をもたらしているのか，とい

う点については，先にあげた職種と賃金水準から見たいくつかの類型とは必ず、しも対応、してい

ないことが重要である O たとえば，工場長として鉄工場に再就職した労働者番号⑥(表-18)

の離職者は「母もいるし，家のローンも残っているから(生活は)ゆるくないですよ。それに

現場の仕事もみんなと同じようにやるし，工場長ということで精神的に疲れますよ O 帰ってき

たらへたっとする。j と述べ，労働者番号⑫(表-18)の離職者も f割と給料は良いJけれど

も「子どもが東京の大学に行っているので，月に 7万S千円仕送りしている。切りつめている

けど食べるのが精一杯，大変だ。(妻もアルバイトをしている)oJと述べている。一方，前述し

たように事務職になった者は，賞金収入が大巾に低下しているものの，子どもが独立しており，

そのうえ妻の就労による収入と退職金のとりくず、しによって生活の変化は比較的小さい。つま

り，彼らの生活の変化は，賃金水準の低下によるだけでなく，扶養家族数とその構成，退職金

の額，住宅ローンの残額などに強く規定されていることが明確になっているのである O したが

って，退職金が無いに等しいN造船所中高年離職者の場合，ほとんどの離職者の委が離職以前

から就労していることも重って，賃金水準の低下が生活不安の増大に直結する様相を見せてい

るO

とくに，前述した同一職種間・関連職種間移動(1)異職種間移動(1)，(3)に属する廷造船所離

職者のうち，扶養家族が多い者の生活不安が大きいことは言うまでもない。今，再就業した日造船

所中高年離職者の扶養家族数(閉居者のうち無業の者)を整理すると， 1人以下の者27名， 2入

の者13名 3人以上の者23名となっており，すくなくとも扶養家族数が3人以上の者は生活の

変化が大きいと言える。先の労働者番号⑥，⑫なども扶養家族が3人なのである。

② 30歳前後~40接台前半の年齢層については，中高年層よりも問一職穣間移動の比重が

小さい(表-12参照)。とくに，日造船所離職者については，厳密な意味での同一職種間移動は

再就業者の21.2%と少なく関連職種間移動25.1%を合わせても46.3%にすぎない。しかも，中

とも言いうる40議前後}替の場合は両造船所離職者とも同一職穏間移動が庄倒的であるけ

れども， 30代の離職者の多くは異職種間移動である。ここで，この年齢層の移動パターンを整

理すると以下のようになる。

まず，同一職種間・関連職種間移動をみると，(1) もっとも主要な部分は碍造船所の溶接

工・取付工離職者およびN造船所仕上工離職者(とくに40議前後層)を中心に，地域内の造船

関連小零細企業の同一職種への再就職したケースである O ただし，中高年層の一部にみられた

ような「工場長Jなどの地位につき比較的高い賃金で再就職した例は存在しない。彼らの賃金

水準は15万円前後に集中しており，この年齢躍にとって賃金(丹収)の低下は大きなものとな

っていない。しかし，労働者番号④⑧⑬⑬⑬(表-18)のように「残業含めると N造船所の方

が少し良いぐらい。(しかし，今の社外企業は)退職金なし，ボーナスなし，なので安定してい
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表一20 異磯部

現在 労働者 現在の作業内容(職穣) 年齢・前職穣 賃金変化(税込み月収)

の職種 番号 H の企業規模{緩用形態) 家族構成(同居者) 離戦時→調主主持

看板製作見習い工 20名 58歳溶接工(自動パイ 1977年12月 1979年10月，自給月給

日l プ溶接) 203，070円→12-13万円

奏(病弱)十長女27才(ス/t (残業7，000内-13，000丹)

配線工・見習工 35歳取付工(ブロック 1978if.11月 1979年10月，月給制

6名+⑮26名 {立援決め工) 18-19万円→20万円
日2
言電々公社の下請 妻告す言)+長女8歳・

次女幼稚園

建
43歳取付工(小組立) 1978年月平均 1979年lOfJ，fJ給制

設
石工(見習い)

業
H3 3名(墓石製作・取付) 妻(4'品)+長男16才・長 21万円→ 19万円(残業30h) 

関
女12歳 (残業20h) 一時金(変1.5ヶ月)

{系

の 冷蔵庫組立・設霞・修理 30歳取付工(外業) 1977年10月 1979年10月，月給制

戦 トI1 5名(本社・札幌50名) 肉親・婆 C6'二7~) ・ 13-14万円→19万円 (15-21万円)

種 長女4歳 (残業15h-120h/1月)

重機オペレ ター(ユン 34歳叡付工(外業) 1977年10月 1980年10月，日給制

N 2 ボダンプ) 12-13万円→28万円(lB11h労働)

約100人 親1・奏・子2+兄(有業)

重機オベレイター(タイ 40歳 (玉掛・クレーン)1977年10月 1979年10月，自給月給

ヤロラー) ダンプ運転 131， 940円→214，538円
N3 
12-3名十⑮ 姿(3532手無業)・長男 E寺間外 (60h) 

アスフアルト鱗装専門 6歳・次男5議

他
イカのくんせい製造 31歳取付工(践11加工)1977年10月 1979if.1O月，月給制

の N 4 (イカのいぶし専門) 116，365円→ 156，450内

製 30名+⑮80-90名 妻・長女2歳 1976年平均 15万円(残業21h) 
造
業 イカの海子製造 27歳ガス切断工 1977年10月 1979年10月，日給月給
関 N 5 (イカのかくはん専門) 103，800円→ 16万円弱(4，300円/1区
{系

90名 独身 (残業lOh-20h)

事務兼「設計J 51議取付工(検査) 1978if.6月 1979年10月，月給制

日4 給水・排水管工事会社 246，961円→125，000円

毒務職事 6名 童手(時一一2一つ)子独立ども 2人は (残業30h) (残業O円-7，500円)

保険外交兼事務 51歳取付工(大組) 1978年1月 1979年lOfJ，月給制
係関
日5 39名 祖母・姿(パート3.5万円) 2275円→ 145，0∞円

長女(有業) 1976年→25-26万円(残業20h-30h)

注)労働者番号の況は日造船所離職者をあらわす。同じく Nは N造船所畿験者をあらわす。
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移動の事例
(面接関きとり調査より)

労働諸条件の変化 再就職に至る経過

-現夜，見習いだが，将来独立を希襲。 -室内装飾を希望，高齢者無料職業紹介所の紹介で，現在の

• 1人前→5年前後。 ところへ(溶接工は，年齢上，また耳が悪いためにあきら

める)。

-尊重保ナシ。他の社会保険アリ。 4ヶ月失業→O食品(株)に (4ヶ丹後)→現在の会社に。 1虫

-独立する予定。 立するためには，適当な仕事である。

-資格必要。

• 1人前→1-2年

-冬期の震保50臼分を90日分にしてほしい。 -取付工を希号室したが，賃金が低いの?やめる。→知人の紹

-今のところ，定着したい。 介で，現在の会社へ。

• 1人前→3-5年(機械操作が多く，仕事
を覚えるのが大変)

-社会保険あり。ボーナス3ヶ月I年 -取付工のアルバイト→造船関係は，不況が続いており下請

-残業が無制限にできる。 が多いために賃金も低い。どうせやるなら，新しい技能を

-資格，多種必要。 I人前→5年以上。 身につけて→毅戚の紹介。

-社会保検あり。・賃金はよいが，休日がほ -取付工を希望したが，良いところなし。

とんどなく，労働時間も不規則・長時間。 -以前，パス・タクシーの運転手をしていたので，オペレイ

-冬期失業で，取付関係良くなれば復帰したい。 ターの作業も可能。

-冬期失業。 -クレーン運転はできるが，免許なしo 長銀書館転手を希望

-スコップでの穴堀り作業などがきつい。〆労 したが，経験がないので断わられる。

働時縞不規則・ボーナスなし。 -オベレータに約をしぼり，新聞広告で今のところへo

-他の会社も良くはないので，変わる意志、なしo

-基本給は，現在の会社の方が良い。しかし， -一時，鉄工所につとめたが，将来性，安全性に欠けるので，

手当，福利厚生は， N造船所の方がよい。 現在のところへ(近所の知り合いの紹介)

-社会保険あり o ・仕事は，きつい。

-社会保検あり。 -ボーナス5ヶ月/年。 -ガス切断工を希認したが，ガス切断の経験だけで通用する

-基本給低すぎる。現在のところが，函館で
ころがない。→職安の紹介で現在の会社へ。

-職訪Ir印刷科j も考えたが，印刷工の賃金12-13万円なの
一番低いと思っていた。 で，あきらめる。

-震保・健保ナシ。(;;に鍵f呆の自己負視が大) • n婆が惑いので，体をできるだけ俊わないこころ→運転手(病

-簡単な図面の写しなので，仕事しながら党 院)を希認したが，知人の紹介で今の会社へ。子どもに手

えている。 がかからず幸い。

-社会保険有。ボーナス2ヶ月/年。 -取付工で独立しようと思ったが，作業内容の範庖，労働密

• 1呆倹の外交は，自fぎがなかったが，向かな 度の点で，自信がなく→現在の会社へ。

かったら，やめるという気持ちで、入った。 -子どもも独立しているので「綴く長くやれるところj を希

望した。
し
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表…21 公共駿業il!JI練と

表
引

i
1

書盤戦前の織穏 年齢(樹 職説iI受講科沼 現在の織稜 (i賃1:金1) 変化

受議 再
取 付(小組) 52 建 築 科 建 具 工 7→5 

取付(ブロック) 37 建 築 平寺 大工手元 7→7 し就戦 位置決め

たし ガス切断 59 吉夫 筋 科 主失 iHi 工 7→5 
科た

管 科自者 N 57 書E 陸上配管工 つ

と
54 木 工 手ヰ E妻 兵 工 つ

関 " 
逮

" 47 鉄 筋 科 鉄 筋 工 8→4 
す
る クレーン運転工 43 建設機械科 重機軍基備・雑役 7→8 
職種
塗 装 工 56 建築鉄筋(委託) 鉄 筋 工 8→5 

" 53 官設 必頁=五 科 自己 主泉 工 8→4 

i容 接 エ 56 目日 管 溶接工(社外工) 9→7 

受講 い j容 挨 工 56 大工建主主(委託) 営 業 員 9→4 

し職種 i容 子安 工 53 国5 管 溶 f姿 工 7→3 
たに
取付工(大組) 51 調 E堅手ヰ 奇声 務 長 8→4 

科日と 再職就
取付工(大級) 42 配管(委託) 取付(鉄工) 8→5 

関連たし 取付工(外業) 34 電気工事 運転手(→後に失業) 4→4 

の者 f土 上 工 56 配管(設備) {士 上 工 8→5 
な

溶接 不明(雑役と思われる)クレーン遂転工 42 科 6→つ

表
引

1
2

注 1) 3→10-12万円米満， 4→12-14万円未満 5→14-16万円未満， 6→16-18万円未満 7→18

-20万円未満 8→20-25万円未満 9→25-30万円未満。

2) 1. 賃金が低い 2.勤務待問などの労働条件が惑い 3. 自宅から遠い 4.技能を生
かせない 5.将来伎がない 6.単純雑作業が多い 7.受講した職業認JI練の内容にあ
う仕事がない 8.特別な違いはない 9. その他

るところに就職したいo Jと言う言葉にも示されているごとし年間を通Uた賃金収入の低下

は少なくない。 (2) 次の移動のパターンは，造船関連企業以外への関連職種間移動で、ある。こ

のケースは，主に外業に従事していた日造船所取付工離職者に晃られ，全て地域外(道内)へ

の再就職である。彼らの作業内容と賃金を見ると，アルミ組立(l8~20万円) ，プラント修理

(14~16万円) ，自動車修理・板金 (14~16万円)，重機設謹・修理 (14~16万円)など，簡単な

溶接・ガス切断作業を含む関連職種についており，賃金は15万円前後が多い。しかし，再就職

企業の従業員規模が100人以上と地域内の造船関連企業よりは比較的大きく，ボーナスなどが

あるためか，就職先の条件と自分の希望条件の違いについて「賃金が低いJと答えた者は存在

しない。つまり，彼らのようにH造船所の外業取付作業に従事していた30代の離職者は細分さ

れた取付作業の経験しかなく，鉄工所などにおける高密度で多様な作業を遂行する上で摩撲が

大きい。問時に， 30代の多くは子どもに手がかかる反面，退職金などの蓄えが少なく再就職先

の黄金面や雇用の安定性を最擾先する傾向が，とくに強い。そこで，これまでの技能・経験を

少しでも生かしまた比較的規模の大きい企業への再就職を望めば望むほど，地域内での就職は

困難となり，結局地域外への再就職を余儀なくされたので、ある。もちろん，求人側の年齢制限

の範囲内であるという点も留意する必要があろう。地域外(港内)へ同一職種間移動を行った

3名(クレーン運転工2名，取付工 l名)の状況を見でも中高年躍のように地域外の零細な社

外企業(組)の一員として道内の小型造船所などを転々とするケースとは，その質を異にして
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再就職状況 (H造船所離職者)

家族構成

若手・綴1・子l

親2・姉1

芸書→死亡

霊き

主審・親1・子2

重苦(内戦)・親1・子l

望書・子2

霊祭・子1・妹l

葵(パート)・子 1(独立)

妻(内戦)・親1・子1

3毎・子2(独立)

奏・子1(独立)
妻(パート35万)・親1・
子2(独JL)
望号(自営)・親1.子3

苦言(公務員)・子1
委(セールス常用)・子l
子 2(独立

葵・子1

(注2)
就戦先と希望条件の違い

1. 4 

l 

ワ

1. 2. 4. 5 

1. 7 

2 

l 

1. 2. 3 

1. 8 

1. 3 

1 

2 

1. 5 

4 

希望職種・条件(その他)

取付・建築関係(定時で18万円)

大工(定時で18万円，週休あり)

耳X fす工

取付・溶接工

ガス切断i容接工

自動車学校指導員

電気工(塗装工)

賃金のおい仕事(配管工の賃金が低すぎた)

i容接工

溶接工(機器"の紹介で再就職)

取付工

取付工 18~20万円

取付工→運転手→セールスマン

仕上工

クレーン運転工 (18~20万円)
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いるのである。 (3) 地域開移動のもうひとつのケースとして， 42~43歳の H 造船所離職者が京

浜地方に同一職種間・関連職種間移動した事例が見られる。これらのケースは，扶養家族が3

~4 名と多い40代の前半層の一部が，比較的企業規模が大きく賃金も高い企業を求めて移動し

たのである。しかし， 40代という年齢上，麗用の範囲が狭く二重生活にともなう支出の増大も

大きいために，このケースはわず、か 3名である。しかも 1名は臨時雇いにすぎず他の 1名も

1年たらずのうちに再び離職している。

なお，地域間移動の多くはR造船所の就職援護センターと公共職業安定所が一体となって

斡旋したのであるが，それは上記のように極く一部に誤られ，今次「低成長j下における広域

職業紹介の限界を示している O

したがって， 30歳前後から40藤台前半にかけての中堅離職者の多くは，二重生活の矛盾な

どから地域内に再就業する志向がつよい。そして，その大半が異職種間移動で、あるが，その特

徴を整理すると以下の諸点である。(1) まず，タクシー，トラックなどの運転者になった離職者

が14名と最も多い。この場合，前職種・離職前の企業を閤わず，既得の自動車免許を生かして

自動車運転者として再就職している。このケースは，比較的仁手っとり早くJ再就職できる点

が共通しているけれども，再就職にともなう問題は一様でない(表-22参関)。たとえば，タク

シー運転者となった者は，一定の収入を得ることができ再就戦者の定着志向も強い。しかし，

不規則・長時間労働と歩合制にもとづく賃金形態が開題となっており， r賃金が低いjと答える
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署長-22 ~要職種間移動の

労働者 現在"の作企業業内規形容模態 年齢・前機種
賃金変化(税込み月収)

番号 か雇用 家族構成(向居者)

トラック運転手 48歳 クレーン運転工 1978年11Fl 1980年10月，自給月給

H 6 
(トラック・クレーンリース企 19万円 → 203，000円(残業20h)

業) 重苦(⑮ 7万円)・長男(手I業) L19万-23万(年間)

8名⑮ 長女(17歳) 1977年→22-23万(残業30-40h)

タンクE事選車云 (a寺に， ガス管 33歳仕上工 1977年夏 1979f手10月，日給月給

N 6 取り替え) 15万円 → 156，000円

ガス会社の下請企業 10名 安 (残業ナシ)

トラック運転手(普通車) 36歳ガス切断工 1977年8月 1979年10月，自給

N7 函館土木現業所の⑮ 姿(事務11万)・ 114，200丹→ 16-17万円

(;t也方公共団体) 子ども 2人(高1・小1) 1976年頃 15-17万円(残業なし)

タクシー逐車王子 36歳仕上工 1978年11月 1979年10月，歩合制

日7 120名 206，878円 → 17万円
2-3ヶ月後 重苦(子どもに手が)・長女6歳 (手当ナシ・ボーナスナシ臨時雇い→正社員 かかる無業 次女5歳

タクシ-)~事云子 25歳溶接工 1978年12月 1979年10月

H8 50名 重苦(働らいている) 133，800円 → 13-14万円

⑮→⑮  親 2(働らいでいる)

注) ⑮は臨時緩い，@は正従業員をあらわす。労働者番号の記号は，表ー20に問じ。

者が少ない反面， r勤務時間などの労働条件が悪いJr将来性がない」と，多くの者がアンケー
トに答えている O 一方，生コン車など建設業にも関連が深い大型自動車運転者の場合は，冬期

間の失業や「出張Jなどの問題が存在しているために，再び離職した者も少なくない。その他，

小型トラックの運転者となった者が若干名いるが，長距離トラック運転者として再就職したケ

ースは存在しない。長距離トラ、yク運転者となる場合，説経験者に限った麗用や「体力がもた

ないよJといった問題が大きいのである。

(2) 次に多いケースは，建設業への奥職種間移動である。建設業に流入した中堅離職者は，

前述の中高年!曹と異なり，表-20にあるように特定の技能を必要とし，一人前になるまで、5年

前後を必要とする職穏に再就職しており，その賃金水準も月収では造船関途小零細企業より高

くなっている。たとえば，鉄工所などの賃金水準は月収14-17万円に集中している。彼らのほ

とんどは，公共職業訓練校に入校せず，現場での作業に従事しながら技能を身につけている O

しかも，その「高収入Jは建設業特有の冬期間の失業・長時間・不規期労働という条件つきに

よるものが多い。全体的には，定着志向が強く将来の独立を希望する者が多いが，表-20の労

働者番号N2のようにその劣悪な労働諸条件から再び造船業への様婦を希望している者も存在

している。

(3) 上記の運輸業・建設業への転職者ti，この年齢層の半数を占めており， f也の者の多く

は，新たな技能を比較的必要としない!吉員，集金人，セールスなど多様な職種に転換している O

再就職先の産業も分散しているが，その黄金水準は下方に平準化している(12万-14万円が

最も多い)。

以上のように，中堅離職者の動向は多様である。その移動の論理を整理すると次のようにな
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察側(運転手として再就職した者)

労働諸条件の変化

)闘
訓
リ
目
よ一査一翻一)醐2

・

》』間
各
O
四

間一崎
一
過

は
一
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織就一舟

-社会保険アリ 0 ・i通年雇用

・ボーナス・手当なし。 40歳以上は⑮

・有休ナシ，体力的にきつくなった。

-クレーン運転を希認したが，車重用がなく，運転手となるo

3度織を変える。(生コン率運転手→クレーンの手元雑役

→現在の会社へ・知人の紹介)

-労働は楽になったが，賃金が低い 0

・手当も少ないので，やめる意志強い。

-仕上工を希望したが，策金低いのであきらめる。アルバイ

トという形で織を転々とする 4 親戚の紹介で，現夜の会社

J¥。

-康保・健保アリ。 1・造船関係は不況なのであきらめる。

・櫛寺なので，継続して雇用されるかどうか i・アルバイトなど転々と職をかえる→磯安の紹介で現在のと
わからないのが不安。 ころへ。

.23B寺間労働が，今のところきつい。賃金がl・仕上工に限らす¥これまでの生活が維持できる仕事を希望。
低下し，歩合制による不安もある。 道外などへも面接lこ行ったが，労働条件が慈しあきらめ

める。新開広告で現在のところへ。

溶接以外を希望。どっかに就職できると思った(若いので)→

道外へ面接に行ったが，条件が設と食いちがっていた→知

人の紹介で現在の会社へ。

る。第一に，先に述べたように，外業に従事していたH造船所取付工離職者やガス切猷工・塗

装工離職者の場合は，彼らの技能・紘験の適合性が大きな要因となっている。しかし，第二に，

j容接工離職者やN造船所取付工・仕上工離職者については，造船関連企業などの需要側にとっ

ても中高年離職者に比して好ましい労働力である。したがって，後者の場合には彼らの技能・

経験の適合性という面よりも造船関連小零細企業の賃金水準や将来性などと彼らの希望条件と

の食い違いの方がより重要な問題となっている。むしろ，彼らの方から造船関連小零細企業に

見切りをつけた，と言える。それは，この年齢層の場合，子どもや両親などの扶養家族が多く，

そのうえ子どもの養育費や住麗の問題など生活の圧迫が長期にわたって強いことも重要な問題

となっているからである。たとえば，石工となった表-20の労働者番号H3の離職者は，次の

ように述べている。

「できるなら， 20何年やってきた鉄工(取付工)関係の仕事につきたかったしさ。私は，家族のこと

を一番念頭においたからね。まあ 仕事があるからってピョンと札幌に飛んで行くわけにもいかないし

ね。それで， (鉄工関係に) 5 -6f牛電話かけて探したんだけど賃金の条件があわんしね。給料いいな

あーと思うとアルバイト約でしょ。仕事が忙しいピークの時に人だけ集めるということ多いから，内容

部いでみると合わないしね。 Jなお，彼の友人も「子どもがまだ小さいために，石震になった者もい

るよjと述べている。

第三に，こうして多くの者は巽職種間移動を余儀なくされるのであるが，再就職先の決定

要因としては，求人・求職ルートの存在が大きい。というのは，奨職種間移動の場合，知人や

親戚などを通Uての再就職が多いために，個々人の就職機会もそうした就職ルートの差異に制

約されるからである。もちろん， 30代ぐらいまでの年齢なら異職種における雇用の関口が比較
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的広いことも看過できない。

第四に，タクシー・トラック運転者や建設重機械のオペレーターとして再就職した煮の大

半が離職前から有資格者であるという事実に注目する必要がある。これらのケースの場合の転

職の限界性は明らかであろう。

このような労働市場の状況下にあって，自営業をはじめた者も，この年齢層に集中してい

る。それは，彼らの離職時の希望職種が全て間一職種だったことにもよくあらわれており.f也

の調査でも指摘されている「窮迫的自営」と関様な現象であろう。たとえば，現時点で自営業

を営んで、いる者の他にも自営業を営んだ者も 2~3 名いたが，採算があわず、短期間で廃業し再

々就職している。ただし，調査時点で自営業についたケースは，月収(実収入)30万円以上の

者が多く，今のところ生活の変化も収入面では大きくない。

さて，この年齢膚の再就職者の生活上の問題点を一瞥することにしよう。まず，同一職種

間・関連職種間移動の多くは，年間収入でみるとその低下は確実で、ある。したがって，生活水

準を維持するために棄が働らきはじめたり，本人が再離職する者(賃金水準低下のため)が少

なからずおり，とりわけN造船所離職者の場合にこの傾向がつよい。次に，異職穣間移動の場

合，扶養家族の多い者のうち免許を生かしたり知人の紹介を通ピてタクシー運転者や建設作業

従事者となった者は収入面の低下は小さいが，集金人・庖員などとなった者については賞金の

低下も小さくない。しかも，この年齢層は，子どもに予がかかるために萎の就労の制約も大き

く「子ども 2入の保育料とパートの収入が向じくらい」といった悩みも生起している。彼らの

扶養家族をみると. O~ 1名の者が13名 2名の者が21名 3名以上の者が51名となっており，

妻の就業の有無が判明した者56名のうち委が離職後働らきはじめたケースは13名である(夫妻

で自営業をはじめた者4名を除く。)また，棄が離職前から就業している者はM名である。

③若年層 (20代)については調査による把握が不十分であることを考慮して，ここでは

労働移動の特徴を大雑把に述べることにする。第一の特徴は，溶接工・取付工離職者の一部に

造能関連企業の冊一職種に再就職した者も見られるけれども，全体的に見れば造船企業・造船

関連企業および同一職種・関連職種離れの傾向が極めて強いことである。その理由は，②で述

べた中堅層の動向とほぼ同じであるけれども.20代の場合は異職種における躍用の関口が一層

広くなることや独身者が多いために，新たな職業にも比較的身軽に転換できることが，上記の

傾向に拍車をかける結果となっている。とりわけ， H造船所離職者の場合には，異職穣間移動

が圧倒的在理由として，彼らの細分された技能が中小鉄工所などでは半人前ということも大き

く影響している(仕上工，取付工，ガス切断工に顕著)。第ニの特徴として，異職種間移動の

産業上，職種上の分散性が強く，とくに雇用の安定性.r:/守来性jを期待してサービス業・運輸

業・小売業・建設業などに流入しているケースが多い。第三の特徴は，賃金収入の多い者が存

在しないという点である。もっとも，年齢の若い彼らの場合，前職の賞金水準も低位に集中し

ているために，賃金低下は小さい。現在の賃金水準をみると，同一職種間・関連職種間移動が

12~16万円の間に集中しているのに対して，異職種間移動は14~18万円の間に集中している。

したがって，造船関連小零細企業に再就職した者のなかには.30代の離職者と問様に扶養家族

が多いにもかかわらず，実質上賃金の低下が大きいケースも見受けられる。しかし，全体とし

ては強身者も多多いために，生活の変化もさほど大きくない，と言えよう。彼らの扶養家族を

みると. O~ 1名の者が22名(うち独身者12名). 2名の者が6名. 3名以上の者が7名とな

っており，奏が就業している者は12名中6名である(うち，離職後，奏が働らき出した者は1名)。
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以上のように，中高年離職者の多くが地域内の造船関連小零細企業に堆積し，その賃金水

準や労働条件を一躍低下せしめている O しかし H造船所離職者の大半は，賃金の大幅低下に

ともなう生活不安を退職金の食いつぶし，および妻子の就業によって回避している。したがっ

て，造船不況にともなう中高年労働力の過剰化は，生活破壊を大きくもたらさないこととも

なりあって低賃金基盤を一層強化する方向で作用する結果となった。一方，溶接工・取付工を

中心とする N造船所離職者は，零細な社外企業を中核とする下層労働市場内の流動的な労働力

として機能しており，その再離職率は50%をこえている。しかも，退職金が無に等しいために

中高年層にも生活不安がストレートに波及しているへその結果， 20代， 30代の離職者の多くに

造船業・造船関連業離れがみられ，長期的な労働市場の展望が問題にならざるをえない。

i主

1) 黒川i研究家の調主主報告(前掲「護用不安と階層的労働市場の再編J)では，溶接工・取付工(鉄工)，仕上

工などを-tきして「溶接・鉄工関連戦種Jとしでおられるが，各機穫に明確な遠いが存在することは，高官主主

全体を過して明らかにしてきた。たしかに， H 造船所については労働組合の反対などにより f職穏の複合化j

f多能工j化が進展しでいないことは否定しがたい。しかし，職種の f複合化Jr多能工化jの典型と震われて
いる日食造船所ですら，小級立溶接吸はあるものの溶接工，取付工(鉄工)仕上工の複合化は実現していな

い (1977年における向島工場の綾織綴成および1974~手 7 月以降の因島工場における複合戦穏計閣案にもとづ

く)。むしろ，現段階の特徴は，電気溶接・ガス切断・2足掛作業における基本技能の共通化という点である。

したがって，少なくとも大手造船所に関するかぎり，溶接工，取付工については，その関連性が強まってい

るものの，関連戦穫としてひとくくりにすることは問題が大きい。まして，仕上工をこれらの織穣と関等に

考えることは，不可能である。たとえば，取付工・仕上工も，電気i容接作業にたず、さわることがあるけれど

も，それは仮溶接作業などの簡単な作業に絞られており，彼らの溶後技能はj容接工として社会的に通用する

ものではない。実際，仕上工離職者でj容接工となった者は1人も存定せず，取付工離職者ーについても溶接工

となった者はN造船所離職者1名である。他方，同iき船所の溶接工の場合，取付・仕上作業に従事すること

はなく，せいぜい「見て知っているJ穏皮である。もちろん N造船所溶接工のなかには以前に取付工とし

て従事していた者も存在し，その一部は取付工として再就職した。また，日造船所溶接離職者のなかには

ri容接工兼取付工jとして再就職した者が少なくないが，簡単な取付作業からはじめでいる。なお，取付工，

j容接工費量職者で仕上工となった者も存在しない。

2) 離戦者全体の動向をみても，不熟練磯稜(宿主主，配達員，雑役，土工，警葬儀員など)に再就職した者はR造

船所離職者で11.7%， N造船所で 5.2%にすぎない。

3) 離戦者全体で自営業についた考は，日造船所離職者の再就業者のうち 5.3%(事務系離職者会む)， N 造船

所書餅識者では1.4%(事務系離職者除く)と少なく，同一職穣・関連職種の自営業をはじめたケースは日造

船所離職者の4名にすぎない。 r高成長」下にあっては，技能労働力離職者の一部が独立する例がよく兄ら
れたけれども，今次不況下での「独立」の可能性は緩めて小さい，と設える。

4) 裁判闘争の結果， 1979年6月初日lこ更生計画案が認可され， 1978年2月27日付で「解緩」された88名につい

では退職金および米払い賃金が共益僚機となり，土地売却金が支払われ次第すみやかに支払われることにな

った (1980年末で75%が支払われる)。しかし，更生計画開始決定 (1978年 1Fl24臼)以前に「自己都合j退

職という形で離職した 110名については，退職金および米払い賃金の3分のlは共益{制緩となったけれども，

残りのうちの50%は支払われず，しかも，残りの50%も1989年までの分割払いとされたのである。したがっ

て，退職金および未払い賃金が全額支払われる前者の場合で、さえも，離職後，約2年間は，返事寄金なしの生

i舌をしいられたので、ある。

V 犠安・戦訓行政の機能と失業者の実態

① 労働移動あるいは労働市場を論じる上で欠かすことができないものとして，求人・求
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1979-1980年度
表-23 長期訓練(吉包掬)入校実績

函館公共職業安定所資料より作成

iX( 
1979年度 1980年度

手ヰ 自
入校数 中途退

修了
求人数 入校数 3未0 歳満 6以5歳上 平年均齢(歳)

校数 見込数
30-44 45-54 54-64 

20 3 17(14) 29 19(17) 3( 1) 11 (11) 5(5) 47.4 
塗装科

(50.8) 

構造物鉄工科
4 。4(3) 12 16(14) 1 (0) 4.(3 ) 11 (11) 44.9 

(47.9) 

19 。19(18) 12 22(21) 1( 0) 17(17) 4( 4) 51. 0 
木工科

(52.0) 

配管科
11 。11 (10) 13 9(9) 1(1) 8(8) 49.7 

(49.7) 

20 3 17 (14) 2 17( 9) 5 (0) 4( 1) 7( 7) 1( 1) 37.7 
言電工科

(47.7) 

74 6 68(59) 68 83(70) 9(1) 1O( 5) 54(54) 10(10) 46.1 
小言十

(49.1) 

45 44(41) 15 48(37) (1) 2(0) 11(5) 23(21) 12(11) 48.6 
建築大工科 (1) (51.1) 

(44.0) 

印刷技術科
12 。12( 9) 8 11( 6) 5(1) l( 0) 1(1) 4(4 ) 39.0 

遂立
(50.5) 

溶接科
6 。6(5) 2 3(3) 1( 1) 2(2) 48.0 

(48.0) 

自動車繋俄科
2 l l( 1) 2 l( 0) l( 0) 19.0 

(0 ) 

電子機器科
3 2 1(0) 2 4(0) 3(0) l( 0) 24.8 

(0) 

68 4 64(56) 29 67(46) 11 (1 ) 14( 6) 26(24) 16(15) 45.1 
小計 0) (1) (53.4) 

(44.0) 

142 10 132 (1l5) 97 150(1l6) 20( 2) 24(11l 80(78) 26(25) 45.7 
合計 (87.1%) (1} % (1) (50.8) 

(77.3%) (44.0) 

注 1) (は，特定不況業種離職者で内数。そのほとんどが，造船経験者。

2) (は，漁業離職者で内数。

表-24 特定不況業種離職者対象機動訓練実施状況

手ヰ 日
実施済数

1978年度 1979年度 織問

館函 電気設備科 8 6ヵ月

総等言職震語
木工技術科 20 6ヶ月

配管設係科 26 6ヶ河

自動車運転科 16 6ヶ月

小言十 54 16 

建築大区※ 21 6ヶ月

道立 15: I言※ 7 6ヶ月

露等草襲
進 E罰※ 14 s 3ヶ月
調 fll!※ 8 3ヶ月

緩理事務※ 17 3ヶ河

主炎 筋※ 18 3ヶ月

小計 50 44 

言十 104 60 

i主)※は委託訓練科白
函館職安資料より作成。
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職ルートの存在がある。まず，向一職種・関連職種への移動をみると，間一職種の仕事仲間や

離職前の企業の職制などを通ヒた再就職がほとんどを占めている。特に，溶接工，取付工，仕

上工については，社外企業(組)などを核とした求人・求職織が縮の自のように形成されてお

り，地域外で社外工として就労することも含めて社外企業(組)の f親方jや労働者から離職

者に頻繁に「口がかかつてjいる O

こうしたルートを通じてN造船所離職者の多くは，以前に社外工だった者が多いことも関

連して零細な社外企業(組)に再就職した。しかし H造船所離職者については，社外工が日

造船所構内において本工の指捧のもとで高密度な作業に従事するということを嫌って社外企業

に再就職する者は一部に限られ，むしろ鉄工所への再就職が多くみられた。

それは，鉄工所が日造船所の部品外在下請企業である(あった)ために，鉄工所の経営者

などと H造船所の離職者，とくに職制にとって求人・求職ルートのパイプが太いことも強く影

響しているo こうしたルートにのって日造船所離職者のうち職制(とくに，作業長)だった者

の多くは，鉄工所などの「工場長J，r課長J，r主任j として比較的恵まれた条件で詳就職した。
すなわち，同一職種開移動の場合，離職者1人ひとりにとってみれば，ごうした企業開・労働者

間の求人，求職網のもつ意味は大きいのである。

他方，異職種間移動の場合は，親戚・知人，新開広告を通じた再就職が毘倒的で，そうし

た求職ルートによって再就職先が制約されることは，前にふれたとおりである。

したがって，職安の職業紹介機能は，実質的には棒めて限られたものとなっている。それ

は，職安による紹介先が，極端に賃金が低い地元企業か地域外の企業となっていることにも関

連している。その結果，同一職種・関連職種に再就職したケースでは，前述の網の自のような

求人織からはじき出された高年層の一部が職安を通して社外企業に再就職しているにすぎない。

もっとも，異職穣間移動の場合は，職安も一定の影響を及ぼしていることは明らかであるが，

全体から見れば極めて限られたものと言える。

② 次に，労働移動，特に異職種間移動に公共職業訪日練が果たしている機能・役割につい

て簡単に整理してみる O

職安資料より，離職者を主な対象とした「長期訓練(能力開発課穂1年)J入校者数みると，

1979年度 142名， 1980年度 150名で，そのうち造船離職者は8割前後 (1980年度)を占めてい

る(表-23参照)。さらに，機動訓練者委託訓練者 164名を加えると，相当数の離職者が入校し

たことになる(表-24参照)。しかも， 45議以上壌をみると90%以上が造船離職者で，そのほと

んどが日造船所の離職者となっている。なお N造船所離職者が皆無に近いのは，第一に中高

年齢層が少ないこと，第二に，彼らが悪用保険(訓練手当)給付額が低いために多くが窮迫的

に離職後すぐ再就職(アルバイトも含む)したからである。

公共職説iIに入校した良造船所の中高年離職者についてみると，転職の意志はないが，訓練

手当の支給によって失業中の生計を維持している者と受講した科目と同一職種か関連職種への

再就職を期待して入校した者に大別される。前者は，同一職種・関連職穏における需要が比較的

ある搭接工，仕上工の中高年離職者に多く見られ，後者は，前述したようにガス切断工・取付

工の一部に見られる。もちろん，溶接工・仕上工の中高年離職者のなかにも転職を志向して入

校した者が少なからず、存在している。しかし，この場合も転職にともなう大幅な賃金低下など

のために零細な社外企業に再就職したケースが多い(表21-2参熊)。

したがって，前述したように，受講した科話と関連する職種に再就職した者は，建設業関
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係lこ限られている。しかし， 1978， 1980年度の入校者のうち70%近くが建設業関係(建築大工

科，塗装科，木工科，配管科)を受講しているにもかかわらず， 1979年度における建設業企業

から公共職業訓練校への求人件数をみると，塗装工，蛇管工は入校者数を上田っているものの，

もっとも入校者の多い建築大工科，木工科は入校者数の42.2%にすぎない現状なのである O

また，その訓練内容も，設備の不備などにより再就職先の作業内容と全く適合しない科

(木工科，鉄筋科など)もみられる。さらに，委託訓練にいたっては，実習が3ヶ月間と短かい

ことも重なって，そもそも f職業訓練」とは呼べない現状である(表-24参照)。

③ 次に r特定不況地域離職者臨時措置法j などによる雇用保険(訓練手当)給付の最
大3年間の延長は一定の機能を果たしている，といえるO 特に55歳以上層のH造船所離職者の場

合，需要がほとんどないために失業者も多いが， 3年間の雇用保検の支給と退職金のとりくず、しに

よって厚生年金支給年齢まで仰とか食いつないでいる様相がみられる。また，中高年齢膚のうち子

どもが独立している者などは，雇用保険給付額が再就職時の賞金収入よりも高い場合には再就

職を見合わせる傾向が強い。つまり特定不況地域離職者臨時措霊法Jなどの労働力諸政策

が離職者の年齢や離職前6ヶ月間の賃金にもとづく格差攻策であるために，雇用保険給付額お

よび支給期間が比較的保障されている H造船所中高年離職者にとってはその政策が生活の維持

や賃金水準低下への「歯止めJとしての機能を果しているのである O

一方，雇用保険給付額が少なくその期間も短い中堅層・若年層にとっては，こうした政策

自体彼らの生活維持や賃金水準低下の歯どめの保障にはならない。言いかえれば，それは，比

較的求人の多い若年層・中堅留に対して自力で再就職する道を保障しているにすぎな Po さら

に，退職金がないN造船所離職者の場合，麗用保険給付額が樫めで少ないために窮迫的に再就

職せざるをえないのである O

こうして，瑳用保検給付額が少ない故に，失業者の多くは，雇用保険の支給を受げながら

アルバイトなどで生活を維持しているわけである。

N むすび

最後に，いくつかの問題を指摘してむすびにかえることにする O

① 最近の造船離職者調査報告では，間一職種・関連職種が再就職者の40-60%と比較的

多いことが報告されている。しかし，ぞれは，量的把擢にすぜない。これらの調査報告のなか

で労働移動のメカニズムや離職者の実態を問題にしたものは，冒頭で述べた黒川研究室の調査

報告のみと言っても過言ではない。その調査報告ですら，職種ごとに離職者の実態に深く入り

こんだものとなっておらず，本稿との関連では以下の諸点が今後の論点となろう。

第一に，造船業においては労働市場が職種別に異なる特質を有しており，その労働市場メ

カニズムのもとで，離職者の年齢・離職者の企業・職躍などによって労働移動の方向にも明確

な特徴が存在する。

第二に，離職前の企業が小さいほど離職者の巽職種間移動の比重が大きいという事実はな

く，むしろ，職種や戦授との関連が大きいという事実に注目する必要がある。

三に，異職穏への移動の場合 r雑役jなどの不熟練職種に再就職した者が少なく，奨
職種への移動イコール不熟練職種化と安易に結論づけられない。

② 離職者の多くは零細な企業への就職か失業を余儀なくされたが，彼らの生活不安は一

様ではないことが明らかになった。まず，わが国造船業の中手造船所のトップに位置していた
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日造船所の離職者，より正確には「希望退職者jについていえば，雇用・失業問題の焦点とな

っている中高年齢層の雇用・生活不安の実態のみを強調するのは妥当ではなしむしろ f終身

濯用Jの中途で排出された中堅労働者に雇用・生活不安の問題が震くのしかかっていたことが

特徴的であった。したがって，今後の雇用・失業および生活問題の研究において，この年齢層

(30歳-40義代前半層)の実態解明を一層深めなければならない。

しかし，問題が一層深刻だったのは，わが留中小造船業界に路大に存在している相対的過

剰人口の典型的形態のひとつと言える N造船所離職者の状態であった。すなわち，彼らの場合，

勤続年数が短いこと，離織が倒産・解雇という形態をとったことなどによって中高年齢層でも

退職金が少なしまた，多くが零細な造船企業・関連企業への再就職であったことも重なり合

って，離職者の全階層にわたって雇用・生活不安がストレートに波及していることが認められ

たのである O

③ 今後の研究課題の第一は，離職者の対象を船具工などのように不熟練職種に近い職種

や設計職，管現職などのホワイトカラ…麗までひろげ，本稿で扱った熟練的な技能労働力の動

向との差異および共通性を明らかにすることである。さらに，本稿で意識的に考察の対象外と

した社外工離職者の動向との関連も問題になることは苦うまでもない。第二は，離職者の年齢

や家族内就業状況の実態を最近のライフステージ研究の成果にふまえて正確に把撞することで

ある。第三には，以上のことをベースにしつつ労働組合が労働移動・労働市場再嬬に果たして

いる役割を明らかにすることである。

なお，本稿は『昭和田年度文部省科学研究費総合研究H代表 道又健治郎教授)による研
究の一部である。


